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ま え が き

我 が 国 産 業 の 情 報 化 は 、 企 業 あ る い は 企 業 グ ル ー プ を 軸 に 大 き な 発 展 を見 せ 、

企 業 経 営 の 体 質 強 化 が 図 られ て き ま した 。 し か し、 一 層 の 情 報 化 を進 め る 上 で 、

企 業 間 に また が るEDI(ElectronicDataInterchange:電 子 デ ー タ交 換)が 注 目 さ れ

て お り欧 米 に お い て は"NoEDI,NoBusiness"と まで 言 われ る よ う に な っ て き て

い ます 。

我 が 国 にお け るEDIの 普 及 ・啓 蒙 の ため に、EDI推 進協 議 会(JEDIC)は 平 成

4年10月 に、通 商 産 業 省 等 関係4省 庁 の後 援 の下 に業種 横 断 的 な組織 と して

設 立 され 、現 在45の 業 界 団体 、 関係機 関 が参加 、 活動 して い ます 。

設 立以 来 、 約1年 半が 経 過 しま したが 、 そ の間 にEDIを 具体 的 に導入 す る業 界

が か な り増 えて き ま した 。 ち な み に、財 団法 人 日本 情 報処 理 開発 協 会 産 業 情 報

化 推 進 セ ン ター が中心 に な って開発 したCIIシ ン タッ クス ル ール は、10を 超 え

る業界 で 採 用 が決 定 して お り、標 準 メ ッセ ー ジ開発 の構 文 規 則 と して は 実 質 的

標 準 とな りつ つ あ ります 。

しか し、 今 後一 層 のEDI普 及 を図 り、 また業 際化 、 国際 化 をよ り円滑 に推 進 し

て い くた め には、EDI導 入 に伴 う効 果 を具 体 的 に、 かつ 定 量 的 に示す必 要 があ る

と考 え ます。

本 書 は 、 この よう な背 景 の下 で 、EDIが 我が 国の 産業社 会 に お い て よ り一層 普

及 促 進 させ る ため の 一 助 とす べ く作 成 した もので あ り、全 体 で5章 で構 成 して

い ます 。

第1章 で は、EDIの 定 義 とEDIを 行 うため に必 要 な取 り決 め といった 基礎 的 な

事 項 を説 明す る とと もに 、我 が 国にお けるEDI導 入の 経 緯 と現 状 を述 べ て い ます。

第2章 で は 、我 が 国 の 産 業社 会 の 将来 を展 望 した と きに、 各企 業 あ る い は産

業社 会全 体 が取 り組 むべ き課 題 を示 し、 そ こでEDIに 対 す る ニ ーズ が どの よ うに

して生 じてい るか を議 論 して い ます 。

第3章 で は 、第2章 を受 け て、 具体 的 にEDIを 導 入 す る こ とが企 業 あ る いは 日

本 全 体 の 経 済 に どの よ うな メ リ ッ トを もた ら し得 る か を、定 量 的効 果 と定 性 的

効 果 に分 けて 示 して い ます。

第4章 で は、EDIの 要件 で あ る標 準 化 につ い て課 題 を残 して い る我 が 国 の現 状

を踏 まえ て 、EDIが 真 の 意 味 での効 果 を発 揮 す る た め には、 情 報交 換 に関 す る取



り決め を標準 化 す る必 要 が あ る こ とを強調 してい ます。

第5章 で は、今 後 我が 国 に お い て本格 的 にEDIを 普及 させ るた め の課 題 を示 し

て います 。

本書を取 りまとめるにあた りま してご指導頂 きま した通商産業省 、EDI推 進協

議会企画委員会(委 員 長:窪 田芳夫 東京電力株式会社理事)、 並 びにご協力を

賜 りま した株式会社 三菱総合研 究所及 び関係各位 に深 甚 なる感謝 の意 を表す る

とともに、本書が 当分野 に関心 を持 つ多 くの方々の参考 とな り、EDIの 発展 の一

助 となれば幸 いです 。

平成6年6月

EDI推 進 協 議 会 企 画 委 員 会

財 団法人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会
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第1章 は じめ に

本 章 で は 、EDI(ElectrenicDatalnterchange)に 関 す る議 論 へ の 導 入 と して 、以 下 の

点 を ま とめ て い る 。

・EDIの 定 義

・EDIに 必 要 な取 り決 め

・内 外 に お け るEDI導 入 の動 向

1.1EDIの 定 義

企 業 を含 め て あ らゆ る組織 は、毎 日何 らかの情 報交 換 を行 って いる。例 えば 、企

業 はそ の活動 の 中で発注 、在庫確 認 、支払 い、 出荷手 配 とい った さまざ まな業務情

報 を相互 に交 換 し合 ってい る。EDIは 、 こう した情報交換 を従 来の紙 ベ ー スで行 うの

で はな く、相 互 の組織 が保 有す るコ ンピュー タ 間で通信 回線 を介 して行 う ものであ

る。通商産 業省 「電子計算機 相互運用 環境 整備委 員会」(平 成 元年度)は 、 このEDI

を図1-1の ように定 義 してい る。

「異 なる組織間で、

取引のためのメッセージを、

通信回線 を介 して、

標準的な規約(可 能な限 り広 く合意 された各種規約)を 用いて、

コンピュータ(端 末を含む)間 で交換すること。」

図1-1EDIの 定 義(4)

EDIに よって情 報交 換 の形 態が どの ように変 る かを、 さらに詳 しく説 明 した ものが

図1-2で あ る。今 日、情 報化 が進展 し、特 に定 型 的な業務 の多 くはコン ピュー タに よ

り処理 され る ようにな って きて いる。 しか し、多 くの場合 はA社 の コン ピュー タで情

報 を印刷 し、 それ をB社 に郵送や ファクシ ミリ等 で送 り、B社 では送 られて きた紙 を

見て再 び 自社 の コン ピュー タに入力 しなお していた。 これでは、(a)再 入力 、(b)情 報
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伝 達の遅延 、(c)入 力 ミス、 といっ た不都 合が生 じる。 ある統計 に よれ ば、平均 的な

人で1回/200字 の割合 で入力 ミスが 生 じる とい う。磁気 テー プや フロ ッピーデ ィス

ク等の媒体 で情 報 を送 るの であれ ば、再入 力の 手 間 と入力 ミスの危 険性 はな くなる

が、情報伝 達(媒 体 の移送)の 時 間を短縮 す る ことはで きない。

EDIは 、(a)～(c)の 問 題 を一挙 に解 決す るため に通信 回線 を介 して直接 コ ン ピュー

タ間で情報交換 を行 う もの である。

「

劃A社i画'

墨 墨 出力[曇
＼ 」

貫
与 島遍1

A社 、

口
/B社 、

1口＼
塵'

」
躍

＼ メ

唾 ≡ コン ピュー タ間通 信 ⑭
出典:財 団法人 日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

EDI推 進協議会普及研修会 「EDI入門」平成5年3月

図1-2EDIの 定 義(2)

ここでは特 に重要 なEDIの 要件 として、改 めて次 の3つ をあげ る。

・ 「組織間」注1の情報交換 である こ と

・ 「コン ピュー タ間通 信」 である こ と

・ 「標準化」 されてい るこ と

「標準化 」 を重 要な要件 にあげてい るのは、EDIに よ り情報交換 を行 う場合 には、

組織 間で幾つ かの取 り決 めを行 ってお かなけれ ばな らない ことに起 因 している。 「標

準 化」 されて い る とい うこ とは、 この取 り決 め を2つ の組織 間だ けで行 うの で はな

泡 ここで組織 とは
、行政機関や企業 といった多様な組織 を指すが、以下では組織 といった場合に

は企業を対象 とする。
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く、 「電話 をかけ る際の取 り決 め」 の ように広 く社 会一般(産 業社会全体 、業界等)

で合意 され、利用 され てい る取 り決 めが存在 す る ことを指 してい る。

EDIを 行 うため に取 り決 め てお かな けれ ばな らない事 項 は図1-3に 示す 通 りであ

る:

(1)情 報伝達方法 の規約

各組 織 が保 有 す る コン ピュー タ も しくは端末 を相 互に接 続す る ための取 り決めで

あ り、使用 す る通信 回線 の種別 、伝 送制御手順 な どの 「通信 プロ トコル」 を指す。

(2)情 報表 現方法 の規 約

ネ ッ トワー ク上で伝 送 す る取引業 務 に関す る メ ッセー ジ を、双 方の コン ピュータ

が処理 で きるよう にす るための 取 り決 めで あ り、(a)メ ッセ ー ジの種類(い わゆ る伝

票等 の取 引イ メージ)・ フォーマ ッ ト、(b)シ ンタックス ルール(情 報の構文 上 の規

則)、 な どの 「ビジネス プロ トコル」 を指す。

(3)業 務 運用 に関 する規 約

ネ ッ トワーク システ ムの運用 時 間 、障害対 策 な どの シス テム運 用 に関す る取 り決

めで ある。

/A社 、

1撫 司
＼ ノ

(4)取 引に関する規約

ネットワーク

、

(3)業務運用に関する規約
}運 用 …

一

② 情報表現方法の規約

/＼B社

・ 調

＼,

メ ッ セ ー ジ フ ォ ー マ ッ ト、

デ ー タ コ ー ド

(1)情 報伝達方法の規約

渉
通信手順

出典:財 団法人日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

EDI推 進協議会普及研修会 「EDI入門」平成5年3月

図1-3EDIに 必 要 な取 り決 め
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(4)取 引 に関す る規 約

EDIで 行 う取 引業務 の対象 な どの ように、双方 の契約 に関す る取 り決 めで ある。

以上の取 り決め におい て、 標準化 してお く必 要性 が高 い もの には 、ネ ッ トワ ークシ

ステム の運用規 約、通信 プ ロ トコル 、 ビジネス プロ トコルな どが ある。例 え ば ビジ

ネス プ ロ トコル につい ては 、メ ッセ ージの組立 方法 を 「標準 シ ン タックスル ール」

として取 り決 め、"注 文"や"在 庫確 認"の ように広 く企 業 間の情報交換 に利用で きるメ

ッセ ージ を標準 シンタ ック スル ール に基づ く 「標準 メ ッセージ」 と して登録 す るの

であ る。

1.2EDI導 入 に向 けた内外 の動 向

標準 的な取 り決め に従 って コン ピュー タ間で情報 交換 を行 う、 とい うEDIの コンセ

プ トは、すで に1960年 代 後 半 に米 国 の輸送業界 を中心 に生 まれてい る。米 国で は、

1970年 代 に標 準EDIを 開発す る活動 が進 み、1978年 には全 国的な標準EDIの 構築 を産

業横 断的 に行 う目的で 「X12委 員 会」が発足 した。

1980年 代 に入 る と、 まず1981年 に米 国の国内標準 と認 め られてい る 「ANSIX12」

の初版 が リリース され た。 これ は、 前述 した ビジ ネス プ ロ トコル を、特定業 界 に限

定 しな い汎用 的 な もの に してい る。 その後、幾 くつ かの業界 で は当該業界独 自の条

件 を入れた 「業界標準 」 が開発 されたが、多 くの業界 は 「ANSIX12」 の採用 を決定

し、 業界 横 断的 な情 報交 換 が促 進 された。1987年 に は、 幾 つか の業界標 準 とANSI

X12の 間 で整合性 を とる ための 活動 も開始 され てい る 。以上の経 緯 を経 て、米 国 に

お いてEDIを 導入 して いる企 業のお よそ50%はANSIX12に 基づ く標準 メ ッセー ジに

よるオープンなEDIを 行 ってい る。

さ らに米 国 で は、 汎 米EDIFACTボ ー ド(PAEB)が 米 国 にお け るEDIの た め の 標 準

をANSIx12か らEDIFACrに 今 後 集 約 して い く方針 を明確 に した。ANSIx12の 開発

は、1997年 に予 定 され て い る バ ー ジ ョン4が 最後 に な る 。EDIFACTへ の 移 行 は、2つ

の標 準 を開発 ・維 持 管 理 す る に は 大 変 な経 費 、 労 力 が か か る こ とが 大 きな 要 因の 一

つ とな って い る。EDIFAcrは 、ANsIx12と 英 国 で発 展 し欧 州 にお い て広 く利 用 さ
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れ ているTDIを 統合す る形 で制定 された ものである。 このEDIFACTに つ いて は、欧州

が域内 の標準 と して採用 す るこ とで 一致 してい る他、 オ ース トラ リア、 ニュ ージー

ラン ド、及 び アジア も域 内の各 国 で もそれぞれ普及 に取 り組 んでい る。

以 上の ように、米 国 を中心 として特 定業界 に依存 しないオー プンなEDIが 普及 して

お り、 国際取 引 をオ ンライ ンで行 うための国 際標準 にはEDIFACTが 定着 しつつある。

こう した国外 の現状 と比較 した時 に、我 が国 にお けるEDIは 、特 に標準化 の点で多 く

の課題 を残 して いる。 以下 では、 簡 単 に我 が国 の情報化 の歩み を振 り返 り、続 いて

我が 国 にお けるEDI導 入 の経緯 を整理 す る。

我が 国で は、 コンピュ ー タを利 用 したシステ ム化が行 わ れ る ようになって30年 以

上が経 過 して い る。 この30年 を3つ のステ ージに分 け る とお よそ次の ように整理 し

て考 える こ とがで きる。

・第1ス テー ジ(初 期の10年)バ ッチ処理の時代

単純 処理、 大 量デ ー タ処 理 、定 型 業務主体 の 情報処 理 で あ り、計算/作 表 業務 の

省力化 、迅速化 が図 られ た。

・第2ス テ ー ジ(そ れ か らの10年)オ ンライン(デ ータベ ース)の 時代

デー タ検 索処理が加 わ り、 オ ンラインによる通信 が始 まる。

・第3ス テ ージ(最 近 の10年)ネ ッ トワークの時代

自社 内の基幹 的な情報 シス テムが 一通 り完成 し、企業 内で はシ ステム間あ るいは

部 門間 の統合 、 ビジネス プ ロセス の 再構築が始 まる。通 信 の 自由化 に伴 い、 企業 間

で も自由に通信 ネ ッ トワー クを構 築 で きる ようになって きた。

この ように我 が国の大手 企業 の多 くは、1985年 まで に社 内シ ステ ムの構 築 に一区

切 りをつ け、 さ らな る情報 化 として 企業 間をオ ンライ ンで結ぶ企 業 間ネ ッ トワーク

の構 築 に注 目 し始 めた。業 界全体 を カバ ーす る企 業間情 報 ネ ッ トワークを標 榜 した

「業界VAN」 が それ であ る。 とこ ろが、多 くの 業界VANで は、業 界 間ではな く業界

内での標準 化 に終始 した。 前述 した メッセージ を記述す るフ ォー マ ッ トが固定 的な

もので あ ったた め、業種/業 界 毎 に独 自フォー マ ッ トを採用 せ ざ る を得 なか ったの

が原 因の一つ であった。
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この ように標 準化 の点で 課題 を多 く残 してい た我が 国 において も、(社)日 本電

子機械 工業会(EIAJ)が 開発 したEIAJ標 準 を きっかけ と して、国内標準 に向け た具

体 的な動 きが始 まった。EIAJ標 準 で は、可変 長 フ ォーマ ッ トによる シンタ ックスル

ール に よってメ ッセ ージを開発 で きる枠組 が実現 され た。 またEIAJ標 準 で は、VAN

を相 互 に接続す る標準 的 な ネ ッ トワ ーク構成 の 上 にEIAJ-EDIサ ー ビスを作 り上 げ、

物理 的 に孤立 してい る業界VANと は一線 を画す る もの とな った。

Cll標 準

EIAJ標 準

メ ッセージ

A業 界標準

メッセージ

共通部分

B業 界標準

メ ッセー ジ

EIAJシ ン タ ッ ク ス

ル ー ル

CIIシ ン タ ッlj"Xル ー ル

出典:財 団法人日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

C皿－EDIサービス運用ガイ ドライン 平成5年9月

図1-4CILEDIサ ー ビ ス とCll標 準

さ らに、EIAJ標 準 を同業界 に依存 しない形 に拡張す ることで 、その汎用 性 を強化

した 「CII標 準 」 が(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会/産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー

(JIPDEC/CII)を 中心 にま とめ られ、 これが現 在 、我 が 国の 国内標準 として認め ら

れつつあ る。 この標準 は図1-4に 示 す ように、 「cr【シ ンタックスル ール」 と呼 ばれ る

標準 の シンタ ックス ルール をベ ース に、標準 メ ッセ ージ を各業界 毎 に開発 す る もの

で ある。 メ ッセ ージにつ い て もで きる限 り統一 化 す る こ とが望 ま しいが、業 種 ・業

態の違 いか ら、 同種 の情 報 につい て も複 数の標 準 メ ッセ ージが業 種 ・業態 に応 じて

開発 され るこ と も止 む を得 ない。 また、 「CII標準」 の メ ッセ ージ交換 は、VAN事 業
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者 が サ ポ ー トす る 「CII-EDIサ ー ビス 」 に よっ て実 現 され る。 こ こで もEIAI標 準 と同

様 にVAN間 接 続 が サ ポ ー トさ れ る た め に、EDIユ ー ザ は一 つ のVAN業 者 と契 約 を結

べ ば、CII-EDIサ ー ビ ス が 定 め る統 一 の 運 用 ガ イ ドラ イ ン の も とで 、EDIに よる 企 業

間 の情 報交 換 が 行 え る。 一 方 、CIIシ ン タ ック ス ル ール に よ る標 準 メ ッセ ー ジ と社 内

シ ス テ ム の 形 式 を相 互 変 換 す る 「CIIト ラ ンス レ ー タ」 もす で に市 場 に投 入 され て い

る。

この ように、我 が国 にお いて もCII標 準 に基づ いたEDIの 環境 整備 はかな り進 んで

きてい る。各業界 が積極 的 にCII標 準 に したが った標準 メ ッセー ジによ り実際 に稼働

させ れ ば、特定 業界 に依 存 しないオープ ンなEDIが 本格始動 す る。すで に、石油化 学

工業 、建設業 、電気4団 体 、鉄鋼 業 な ど10以 上 の業界 団体 は、CII標 準 に従 ったEDI

の導 入 を決定 してい る。

一方 、我が 国 が海外(国 内の外資 系企業 を含 む)と 取 引 を行 う場合、国際標準 で

あ るEDIFACTの 導入が ス ム ーズ に行 くように、CHとUN!EDIFACT間 の変換 を行 うた

めの研 究 開発 も進 め られて いる。

今 日、我が 国 は新 たな産 業社会 を再構築す る重 要な時期 にさ しかかってい る。 こ

の時期 に、 前 述 した ように我が 国 において も特定業界 に依存 しないCn標 準 による オ

ー プンなEDIの 環境が整備 されつつ あ るこ との意義 は大 きい。すで に1981年 に業界横

断的 なEDIを ス タ ー トさせ た 米 国では、今 日、オー プ ンなEDIの 利 用企 業が50%に 達

して い るの に対 して、CH-EDIを 整備 しつつあ る我 が国で は80%以 上 は個別 フォーマ

ッ トを利用 して いる。 この 差 を、単 に数字 の上 の比較 で 読み取 る こ とはできない。

標準 的なEDIの 上 に各企 業が これ まで に築 き上げて きた業界横 断的 な企業 間情報 ネ ッ

トワー クの能力 は、 この数 字の上 で単 純 に評価 され るべ き もの では ないか らで ある。

我 が 国 の企業 が 、新 たな産 業社会 に 向けた構造 改革の 中で一つ一 つ見 いだ して い く

解 答 を、CII標 準 に よるEDIの 上 で業界横 断 的な企業 間情報 ネ ッ トワーク として具 現

化 す る過程 で、 結果 と して上述 した格差 も縮小 されてい くことに なるだろう。 その

た めには社会 イ ンフラ としてのCll-EDIの 一層 の 整備 を進 めるの み な らず、個別企業

にお いてはEDIに 対す る理 解 を深 め る とともに、構 造 改革、業務革新 に挑 むチ ャレン

ジ精神 、企業 間の情報交 換 に対す るオープンな姿勢 を持 つ ことが求 め られる。
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第2章EDIに 対 す る社会 的要請

本 章 では、我 が 国の産業社 会 の将 来 を展 望 した時 に、各企 業あ るい は産業社 会全

体 が取 り組 むべ き課題 の一 つ と して 、企業 間の オー プンな情報交 換 の重要性 を指摘

し、 そ こでEDIが 果 たす役 割 を明 らか にす る。

2.1概 要

今 日、我が 国の産業社会 は21世 紀 に 向けて、 大 きな構造 改 革 と業務 革新 の時期 に

さ しか かって い る。 円高基 調 が定着 し、市場 ニ ーズ も一 層多様化 す る中で、 これ ま

での産 業社 会の構 造 に内在 す る幾つ かの問題 点 が顕在 化 して きて いる。 また 、国際

関係 に新 たな局 面 を迎 えて い る ことや、地球規 模 の環境 問題 な ど も、産業構 造 に新

たな転換 を求め る要 因 とな って いる。 ここでは、 こう した今 日の課題 と して次 の5つ

を指摘す る。

・企業の構 造改革

・消費行動 の転換

・環境型社会 への転換

・国際的調和 の確 保

・不完全 な情 報化の解消

一方 、産業の 情報化 は、 我が 国 にお いて も欧米 諸国 と同様 に積 極 的な取 り組 みが

な され 、 ほ とん どの企業 は コン ピュ ータを導入 し、情報 システム を構築 して いる。

そ う した コン ピュータや情 報 シス テ ムを結ぶ ネ ッ トワー クにつ い て も、社 内 ネ ッ ト

ワーク に留 ま らず、企 業 間の情 報 ネ ッ トワー ク を構 築す る ことで生産性 の向上 や新

たな事 業展 開 に役 立 ててい る先 進 的企業が増 えて きて い る。近年 では、米 国 の情報

ハ イウェイ構想(NII:NationalInforrnationinflustmcture)に 見 られ る ように、 国 レベ

ルあ るいは よ りグローバ ル な情 報通 信 ネ ッ トワ ークが新 たな社会 資本整備 と して注

目され、その構 築 に向 けた取 り組 みが各 国で本格化 して いる。

我 が 国の産業 社 会が、将 来 に向 け て突破 口 を開 こ うとす る時 に求 め られ る新 たな

ニーズ に対 して 、情報通信 ネ ッ トワ ークは、 そ のニ ーズ に応 える ためのシーズ の一
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つ であ る。構 造 改革 と転 換 を果 た した将来あ るべ き産業社 会 にお いて情報通 信 ネ ッ

トワー クが重 要 な役 割 を担 う、 とい うことにつ いて は幅 広 い コンセ ンサスが得 られ

てい る と思 われ る。

しか しなが ら、 このシ ーズ とニ ー ズが どの よ うに結 び付 き、そ の 中で各企 業や行

政 に どの よ うな取 り組 みが 求 め られ るか、 とい う点 につ いては必 ず しも広範 な議論

が行 わ れて いる訳 ではな い。本 章で は、 こうした議論 を行 う中で 、 このニ ーズ とシ

ーズ を効 果 的に適合 させ る ため には 、情報通信 イ ンフラ に加 えて、 インフラ と して

のEDIの 整備が必 要不可 欠 であ る ことを指摘す る。

2.2産 業社会 の課 題

本節 で は、我 が国の産業 社 会 の課 題 を簡単 に まとめ、 必要 に応 じて どの よ うな解

決 の方 向が考 え られて い るかを整理 す る。

(1)企業の構造 改革

今 日、バ ブル の崩壊、 景 気後退 の 長期化、 さ らに円高 基調が定 着化 す る中 で、企

業の減 益状 態が 戦後最 も長 期化 す る な ど、企業 は極 めて厳 しい経 営環境 にあ る。そ

う した 中で、経 営資源 を再 配分 し、 事業構造の 建 て直 しを図 るた めの構 造改 革が進

んでい る。経済企画庁 「企業行動 ア ンケー ト調査 」(1993年1月)に よれ ば、構 造改

革 の中身 としては、生 産性 向上 を目的 と した合理化、管理 間接 部 門の コス ト削減(人

件 費 の 削減)な どが あげ られて いる 。 この ような構造改 革 の 中身 には、単 に一時 的

な もので はな く、 よ り中長期 的 な視野 か ら見 てお くべ きものが多 い。

まず構造改革の第一に 「管理 間接部門の人件費の削減」 をあげる。企業の収益構

造面で問題を大 きくしてい るのは、 管理間接部 門の人件費 といった固定費の増大で

ある。我が国の企業は、短期 的には 「人件費の抑制」に迫 られているのである。後

述するように、我が国の管理 間接部 門の労働生 産性は欧米 と比較すると決 して高い

もので はない。特 に定型的業務 を中心 とした合理化によ り人件費 を抑制 し、 この抑

制分 を直接部門 における新 たな付加価値の生産 のために振 り向け ることが急務の課

一9一



題 で あ る。

ところが、我 が国の企業 は雇 用 の 面か ら見 る と、 中期 的 には将 来確 実 に予 測 され

る人手 不足 に対 応 し、長期 的 には高 齢化 の進展 とい う課 題 に取 り組 む ことが 求 め ら

れ てい る。 この 意味 か ら も長期 的視 野 にた って 、労働生 産性 を高 めるための仕組み

作 りを軽視す る訳 にはいかないの で ある。

構造 改革の第二 は、 「生産 性 向上 を目的 とした合理化 」の促進 である。経 済 の成

長 も国民の生活水準 の 向上 も、結局 、生産性の 向上 を裏 付 け と しない限 りは持続す

る ことはで きない。

ここで近年特 に注 目され て い るの が、 ビジネ ス プロセ ス 自体 の見 直 しを行 い、新

た に設計 を し直す ビジネ ス ・プ ロ セス ・リエ ンジニ アリ ング(BPR)で あ る。 ビジ

ネス プ ロセス とは、顧客 に対 す る価 値 を生産す る一連 の 活動全般 を指 してい る。 こ

の考 え方 の要点 は、既存 の 業務 の仕 組や慣行 に とらわれ る こ とな く、その企 業にお

いて真 に価値 を生産 す る ビジネス プ ロセス を選 択 し、改 めてそれ らを再構 築 す るこ

とにあ る。例 えば、企 業 内 の企 画、 設計、販売 部 門 と製 造部 門を一体化 した新 たな

ビジネス プロセ ス を設計 し、併 せ て このプロセ ス をサ ポ ー トす る情報技術 を導入す

る ことで、設計 回数 の削減 、大 幅 な在庫削減、 生産 リー ドタイムの短縮 な どの効果

が生み出 され る。

ここで は、今 後注 目 しなけれ ばな らない もの として 「企 業の境界 を越 え た合理化」

を指摘 す る。我 が国の場合 、企 業 間 の関係 は過 去の取引 関係 の 中 で形成 され た慣行

や仕組 の 中で運用 され る こ とが多 い が、相互 の信 頼 関係 のみ を重 視す るため合理性

を追及 す る態度 が失 われて い る とす れば問題 が ある。企 業 間に またがる ビジ ネスプ

ロセス につ いて も、 まず非 効 率 的な 部分 を排 除 し、効率 的に価値 を生 み出す ビジネ

ス プロセス を、企 業相互 の努力 で創 出す る ことが求 め られ る。
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製造業

注文 納品

注文 注文

出典:財 団法人日本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

EDI推 進協議会普及研修会 「EDI入門」平成5年3月

図2-1営 業 と購 買の二面性

図2-1は 、業界横 断的 に企業が取引 を行 ってい る様 子 を示す 一例 であ る。 ここでは

各企 業 が営業 と購 買 とい う2つ の側 面 をもち、 互 いに企 業 間の営 業 と購 買 とで結 び

付 きあ ってい る ことに注 目す る。財 やサー ビス を購 入す る立場 にあ る購 買側 が、取

引相手 の営業側 に対 して強 い立場 に あ るこ とは 当然であ るが、取 引上の事務 手続 き

な どにお いて、 指定伝 票 の使用 の よ うに購買側 の都合 を一方的 に取 引相手 に押 し付

けるた めに効率 性が損 なわ れてい る こ とは、決 して望 ま しい こ とで はない。 すべ て

の取引 関係 の 中 で こう した非効率性 に よる コス トが累積 されれ ば、 それ らの負担 が

比較 的弱 い立場 にあ る中小 企業 や最 終 需要者 に転嫁 され る こ とは避 け得 ないだ ろ う。

前述 した ビジ ネ ス ・プロセ ス ・リエ ンジニア リ ングを企 業 間 に拡 大す る意義 の一つ

は、既存 の仕 組 や慣行 に よるこう した コス トを排 除す るこ とにあ る。

ビジ ネス ・プ ロセス ・リエ ンジニ ア リングを企 業 間で行 う意義 の二つ 目は 、 こう

した非 効率性 を排 除 した上 で、 さらに企 業相 互 の努力 に よ り効 率 的 に価 値 を生 産で

きる ビジネス プ ロセス を構 築す る こ とであ る。例 えば、 あ る企 業 が企業 内の ビジネ

ス ・プ ロセス ・リエ ンジニ ア リングに よって資材 部 門において徹 底 した在庫 管理 を
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行 った場合 で も、購買側 の ビジネス プロセスや 物流 プロセスに無 駄 な コス トが発生

す るこ とが起 り得 る。取 引企業 と物 流 業者 の 間 で必 要な情 報 を交換 す る こ とに よ り、

トータル コス トを最小化 す る ビジ ネス プ ロセス を作 る ことの意義 は大 きい。一般 に、

合理化 の対 象が 部 門内、企 業 内、 そ して企業 間 と拡大す るこ とで、 その効 果 もまた

高 まるこ とが期待 され るのであ る。

以上 の よ うに企業 間 さらには産 業 間で ビジ ネ ス ・プロ セス ・リエ ンジニア リング

が進展 した局面 では、 ビジ ネスプ ロセス、取 引 の枠組等 を 「標 準化」す る こ との重

要性 が増 大す る こ とが予想 される。 当該企業 同 士が独 自に ビジネス プロセス や取引

の枠組 を作 りだ して しまう と、将来 的には よ り広 範 な ビジネス ・プロセス ・リエ ン

ジニ アリングを行 う際 に高い コス トが発生 して しま うか らで ある。

企 業 が行 う構 造改革 の第 三は、 「事 業 の再構 成」 である。今 日の企業 は、企 業 内

で行 ってい た業 務 を外注化 した り事 業分野 の絞 り込 みを行 う一方 で、収益性 が高 い

新規 事業展 開 を 図っている。 ここで 外注化 は、 固定費 を変動化 させ るため に、収益

構造 を改善す る効果 を もつ。 コン ピ ュー タの運 用 を外部 委託す る ようなア ウ トソー

シングな どが これ に該 当す る。

事業分 野の絞 り込 みの観 点 では、 総合型経 営 か ら個性 発揮型企 業へ の転換 が促進

され る こ とにな ろ う。従来 よ り我 が 国の大手企 業 は、多 様 な製 品 を取 り扱 う総合型

企業で あ った。 総合型企業 は、 その 時 々の市場 の状況 に応 じて各 事業 の収益 性 が補

完 し合 うこ とか ら、 リスク に対す る抵抗力 が高 い と言 わ れる。 しか し一方 で 、収益

性が低 い事 業 を維持す るた めの コス トを抱 えて いる。 マ ーケ ッ トが成熟 した今 日で

は、収 益 に結 び付 きに くくなった事 業 を維持 す る ことの負担 は大 きい。その ため、

得意分 野 にお け る専 門性 あ るいは独 自性 を通 じて市場競 争力 を追 及す る個性 発揮型

企業が 、我 が 国 にお いて も成長す る ことが予想 され る。技術 革新 に よ り事 業 の専門

化 が進展 す るな らば、 こう した トレン ドは一層 促進 される ことになろ う。

この ような事業 の再構成 は、 「企 業 の分 業化 」 やそれ に伴 う 「共 同 事業」の動 き

を活発 化 させ る こ とになろ う。 この 状況 が進 ん だ局面 で は、企業 間の連携 が 重要 と

なる。 しか も個 性発揮型企 業 の中 に は、特定企 業 や特定 の系列 との取 引 に傾 斜す る

ので はな く、事 業機会 を多 くの企 業 との間 に求 め る独 立志 向 を強 め るこ とが 予想 さ
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れ る。 その ため には、個 性 発揮型企 業が特定 の 企業 間ネ ッ トワー クに拘束 され るの

ではな く、 よ り広 範 な企 業 間ネ ッ トワークを利 用で きるイン フラ整備 が課題 とな る。

企 業 が行 う構 造改革 の第 四は、 「企 業 の グロ ーバル化 」 である。 円高の 急進 によ

り輸 出 比率が高 い企 業 な ど にお いて は海外 進出 、海外企 業 との連 携 といった グ ロー

バ ル化 に向 か う こ とが予想 される。 近年 、進出企 業の収益 率の低 下が顕著 な 欧米 と

比べ て 、成長市 場 で ある ア ジア地域 が グローバ ル化 の対 象 として注 目され て いる。

この地 域 は、技 術水準 、 労働 コス ト、既存産業 な どの面 で極 めて多様 化 して いる こ

とに特 徴 が ある 。その結 果 、 アジア 地域 に複数 の海外拠 点 をお き、 さまざま な形態

の 国際分 業が 図 られ る こ とになろ う。例 えば、 工程 間分 業 を複 数 の海外 拠点 や現地

企業 との 間で行 うこ とが考 え られ る。

ここで重要 な こ とは、 「国際 取 引への対応」 や グローバル な 「国境 を越 えた合理

化」 であ る。 国際取 引へ の対 応 では、 ア ジア各 国 との連携 を促 進す るため に公 平 か

つ透 明 な取 引関 係 を醸成 して い くこ とが求 め られ る。 一 方、後者 は国際的な 工程 間

分 業 の ように ビジネス プ ロセス をグ ローバ ルに展 開す る際 に、新 た に注 目され る視

点 とな ろ う。 この ビジ ネス プロセス を システム化す るため の情報 イ ンフラの整備 は、

アジア地域 の成長 に とって も重要 な課題 であ る。

(2)消 費行動 の転換

我が 国の企 業 は、 あ る時 期 は徹底 したコス トダ ウン と大 量生産 大 量販 売 によ って、

一定の 消費 を生 み、 それ に よって増 益 を維持 して きた。 また、あ る時期 には高付加

価 値商 品や高機 能商 品 を投 入す るこ とで消費 を誘発 し、 や は り増益 を維持 して きた。

ところが今 日、 成長市場 か ら成熟 市 場へ の転換 が起 り、 消費者 ニ ーズが多様 化 した

こ とで 、 もはや 市場 か らの フィー ドバ ックな く して生産 側が製 品 を開発 し、生産計

画 を決 定す る こ とは難 しくなって き てい る。個 々の消 費 者 は価格 、品質、品揃 え、

ア フタ ーサ ー ビス とい った多様 な尺 度 を、購 入 す る財 や 条件 に応 じて使 い分 け、購

入 の是 非 を判 断す る ようにな ったか らであ る。

過去 の石油危機や円高 に対する適応過程 においては、価格の変化に現れる市場の

明瞭な反応 によって各企業 は比較的容易に自社 の行動 を適応 させ ることがで きたの
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に対 して、今 日の企業 は、消費 者心 理 を読み切 れず に不 透明感 をつ の らせて い る。

この こ とも、今 日の消費行 動 の転換 を示唆 す る ものであ ろ う。企 業が この状 況 を打

開す るため には、消費者 ニ ーズ に対 する感度 を高 め、 そ れ に適合 した商品開発能力

を もつ こ とが求め られ る。

消費 者 ニーズ に関す る情 報 を収 集 し、 それ を生 産側 の ビジネス プロセスに フィー

ドバ ックす る 「需要 情 報の流 通」 は、す で に幾つ か の事例 で成功 してい る。例 えば 、

流通 業界 では、POSに よ り製品毎 に需要情 報 を収 集 し、在 庫 管理 、売 れ筋 と死 に筋

の識別 、生産計 画 の弾力 的 な修 正 な どに活用 している。 これ は、 メーカー と小売業

者 にま たが った ビジネス ・プ ロセ ス ・リエ ンジ ニア リングの例 と見 る ことがで きる。

また、 メーカー と小 売業者 に よる共 同商 品開発(共 同事 業)が 成 功 してい る事例 も

あ る。消費 者ニ ーズ を把握 してい る小 売業者 か らメーカー に対 して商品提案 を行 い、

その商品 を量産 す る ことで さらにコス トダウンを図 ってい るのであ る。

図2-2ECRの 考 え方

さ ら に 高 度 な 業 界 連 携 を想 定 して い る 考 え 方 に 、 米 国 で 注 目 さ れ 始 め たECR

(EfficientConsumerResponse)が あ る(図2-2)。 これ は 、消 費 者 、小 売 業 者 、卸 売

業 者 、 メー カが 、個 々の 受 注/発 注 とい う対 立 関係 をや め 、 統 一 の グ ル ー プ と して

協 調 す る こ とに よ り円滑 な 商 品流 通 を実 現 す る もの で あ る。例 え ば、 消 費 者 の 需 要
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情 報 を小 売業者 か ら直ち に メーカ に提供 し、生 産計 画、 流通在庫 の調節、物 流計画

な どを行 う ビジ ネス プロセ ス を産業横 断的な企 業 間情報 ネ ッ トワーク上 にシス テム

化す る こ とで、 過剰供給 の 削減 、在 庫 の削減 、 商品流 通 の迅速化 といった効 果 を生

み出す こ とが期待 され る。米 国ECR委 員 会 の報告 では、食 品業界 で はこのECRに よ

って、売上 の10%に 相 当す るコス ト、在庫 の40%が それぞれ削減で きる と報告 してい

る。

(3)環境型社会への転換

地球 環境問題 に対 す る問題 意識が 高 ま り、今 日で は経 済活動 の さまざまな局面 に

おいて 環境問題 との関係 が議論 され るようにな ってい る。地球温 暖化 の要 因 には熱

帯雨林 の崩壊 や大気汚 染 の問題 な どが あるが、 これ らに関連 して 「レス ・ペ ーパー」

の問題 や物流 の合理化 の 問題 を指摘 す るこ とがで きる。

特 に 、都 市 内物流 では規 制強化等 の対 策が講 じられ始 め ている一方で、物 流の合

理化 に よる運行 車両数 その もの を削減 す る努力 もな されて い る。 「共 同配送化 」 は

その一例 であ り、複 数 の企 業が参画 した場合 に は、企業 の境界 を越 えた合理 化 と考

える こ とが で き る。す な わ ち、複数 の企業 が共 同で物流 拠 点 と車 両、要員 を確保 し

た り、 共通 の輸 送業者 と契 約す る こ とで個 々の企業 の物 流 を一元 管理 し、共 同配送

あるい は最適 配 送 を行 い運行 量 を低 減 させ る訳 である。 なお、物 流 の合理化 は物流

ニ ーズ が急増 してい る一 方 で労働 力 の不足 やコ ス トの増 大 が問題 視 されてい る こ と

か ら、 それ 自体 解決が望 まれ る課題 となっている ことも指摘 してお く。

この共同配送 を実現するためには、運行管理 、貨物の追跡管理 などを間違 いな く

行 うために、荷主である企業 と輸送業者の間で正確かつ迅速な情報交換が求 められ

ることになる。

さらに、(2)で 指摘 した 「需要情報 の流通」 を通 じて実 際の需要 に近い 「適 正生産」

が実現 されれ ば、大量生 産 シス テム において しば しば問題 とされ た資源 の浪 費 や廃

棄物の 問題 が改 善 され る と思 われる 。特 に、近 年 では環 境 問題 を意 識 した消 費行動

が顕 著 にな って きている こ とも、 ここで指摘 してお く必要が あろ う。
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(4)国 際的調和 の確保

経 済 活動の グ ローバル化 が進展 す る中で、我 が国の経 済 は国際 的調和 を維 持す る

こ とが求 め られ て きて いる。

第一 は、 「国 内取 引の透 明性 」 の確保 であ る。我 が国 に対 しては市場 が 閉鎖 的 で

ある との指摘が 多 い。 国際社 会 との調和 を確保 す る とと もに、 国民生活 の向上 ・多

様 化 を促す ため に も、無用 な批 判 を招 く制度 や慣行 な どを削減 し、経済 シス テム全

体 を透 明かつ 開放 的な もの に してい くこ とが望 まれ る。

また、我 は国の企業 行動 が グローバル化 す る中で、今後、 「国際的取 引への対 応」

が一層 重 要 とな る もの と予想 され る。その よ うな場合 に 問題 にな るのは、や は り海

外 の取 引相手 国 の制度 や慣 行 に よる障 害 と国際 取引 に係 わ る国際文 書の扱 いで あ る。

特 に国 際文書 は、その作 成 に多 くの 手 間を有す るばか りでな く、 簡単な 間違 い によ

る トラブル を招 きやす く、事務 コス トが増大す る要 因 ともな りかねない。

いず れの場合 も重要 な こ とは、我が 国の取 引 情報 と相手 国側 の取 引情報 を比 較 し、

交換す べ き情報 を 「標 準化」 す る こ とであ る。各 国 に独 自の取引 シ ステムが ある以

上、 そ れ らの間 の取引 は相 互 に納得 で きる一定 のル ール に準拠 した ものであ る必要

が あ る。 このル ール作 りにおいて、 各 国の取 引 シス テム を尊重 しなが らも国際標準

との間 に相入 れ ない習慣 や慣行 が あ れば、それ らを取 り除 く努力 を相 互 に進 め るこ

とが、取 引の透 明化 には必要 な こ ととなる。

(5)不完全 な情 報化 の解 消

本節 の 中で指 摘 した 「間接部 門の人件 費 の増 大」 や 「レス ・ペ ーパ ー」の問 題 は、

情報処 理が コン ピュータ化 されて い て も情報交 換 を紙ベ ースで行 っている、 とい う

「不 完全 な情 報化」 に起 因 してい る 。紙ベ ース の情報交換 では、 コン ピュー タへ の

入力作 業 や入力 の誤 りに よ る追加 業 務が発生 す る ことは ほ とん ど避 け得 ない 。情報

の流通 や再利用 がで きない ため に、 ある定 型業 務 をコン ピュー タ化 して も、 そのた

め に新 たな定型 作業 、そ して時 と して処理 が難 しい トラ ブル処 理業務 が発 生 し、不

要な人件費 が膨 らんで しま うの であ る。
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こう した不完 全 な情報化 は、我 が 国の企 業で はまだ多 く存在 して いる と考 え られ

る。製 造 ライ ン について は徹底 した生産 プロセ ス分析 を行 い必 要 な情報交換 をオ ン

ライ ン化 してい るの に対 して、事 務 部 門で は、 十分 な ビ ジネス プ ロセスの分析 を行

わず に不完全 な 情報化 に停 滞 して い る例 が、案外 、大企 業 に も多 く見受 け られ る。

特 に この問題が 残 っている のは、受 発注 とい っ た企業 間 の情報交 換 につ いてであろ

う。今 後 、後述 す るように企 業 間の 情報交 換が 単 なる受発 注 に と どまらず に、広範

な ビジ ネス プ ロセスの 間で行 われる ようになれば、 この問題 は一層重 要になる。

こう した こ とか ら 「組織 間」の 「コン ピュータ間通信 」 を構築 す る ことで不完全

な情 報化 を解消 す る ことが必 要 とな って きているのであ る。

2.3新 た な イ ン フ ラ と して のEDl

前節 までの議 論 の中で指摘 して き た 「企 業 の境界 を越 えた合理 化」 、 「企 業の分

業化 」 、 「共 同 事業」 、 「需要情報 の 流通」、 「共 同配送 」 とい った キーワー ドが、

総 じて企業 間の 情報交換 が 今後拡 大 す る方 向 を示唆 して いるのは極 めて重要 な こと

であ ろ う。新 た な産業社 会 に向けた 構造改 革の 一つの鍵 は、従 来 の ような企 業 内努

力 を越 えた企 業 間の連携 に よって、 合理化 や新 たな事業 の創 出が 図 られ るこ とであ

る。 それ と同時 に、そ う した 「組織 間」 の情 報交換 の重 要性 が増 大す るのであ る。

そ こで行 われ る情 報交 換 が 「コ ンピュー タ間通信 」であ る こ との意 義 は、すで に

「不完 全 な情報 化」 の問題 と して言 及 した。情 報交換 の 正確性 、 迅速性 は、 そ こで

行 われ る情 報交 換 に基 づい て構築 され る ビジネ ス プロセ スあ るい は企 業関係 を質的

に変革す るこ とにな る。

さ ら に強調 されなけれ ば な らな い のは、 こう した企業 間の情報交i換は、 もはや特

定 業界 や特定 企 業 グルー プ の中で固 定 的に行 わ れ るもの ではな く、必要 に応 じて業

務 内容 と取 引範 囲の両面 か ら拡 張 されるべ き もの になって きてい るこ とである。

これ まで に例 示 した幾つ かの例 は、特定 の業 界 に留 ま らず、業界横 断 的な企業連

携 とな ってい る 。我 が国 にお いて 前述 したECRを 目的 と した企 業 間ネ ッ トワーク を
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構 築す るので あれ ば、従 来の 業界VANの よ う に流通 業界 のみ を対 象 とす るので はな

く、 さまざまな業界 に属 す るメー カ との連 携 をサポ ー トす るネッ トワークが必 要で

ある。 また、 そ もそ も複 数 の業界 と関わ りを もつ物流 の 合理化 を 目的 とした ビジネ

ス プロ セス は、 業界横 断的 な企業 間 情報 ネ ッ トワー ク上 で始 めて構 築す るこ とがで

きる。 この よ うに 「もの(製 品)の 流れ」 が拡 大す れ ば、 それ を コン トロー ルす る

「情報の流 れ」 も拡大 す る必要が あ る。

個性発揮型企 業の台頭や企業の分 業化の傾 向は、各企 業が自社 の保有する技術や

経営資源に応 じて自由に取 引関係 を結 んでい く動 きを促進 させることが考 えられる。

この ことは、国際的調和の立場か ら 「国内取引 の透明性 」が求め られていることと

併せて、我が国の取引関係 を一層活性化 させることになろう。

これ らの事 情 に よ り、今 後、各企業 に とって 「取 引範囲の 拡張 」 を容易 に実現 で

きる情報イ ンフラが求 め られ る こ とが予想 される。

さ らに、ECRの よう に新 たな コンセプ トに基づ くビジネス プロセ ス を導入す るよ

うな 「業務 の拡張 」 で は、企 業 間で交換 し合 う標準 メ ッセ ージを容易 に開発 ・登録

し、関連 す る企 業が利用 で きる こ とが必 要で あ る。本 報 告書の第4章 では、 妥当な

コス トの範 囲内 で、 この よ うな業務 内容 お よび取 引範 囲の 拡張が行 われ るため には、

そ こで交換 され る情報 や交 換方法 な どの仕様 を 「標 準化 」 す るこ との重要性 を示 し

て いる。

ここまでで は、我が 国の 産業社会 の課題 か ら議論 を起 こ し、そ こか ら企 業 間の情

報交換 が拡 大す る、 とい う見通 しを述べ た。 この企 業 間の情報交 換 をサポ ー トす る

情報化 の重 要な キー ワー ドが 「組織 間」 、 「コ ンピュー タ間通信 」 、 「標準 化 」で

あ るこ とは、す なわちEDIの 重要性 を示唆 している。

こ こで強 調 され なけ れ ばな らない こ とは、EDIを 整 備 す る こ とが 目的で はな く、

EDIを イ ンフラ と した上 で企 業 間の情報交 換 を促進す るこ とが、産 業社 会の真 の情報

化 の鍵 を握 って いる、 とい うことであ ろう。言 い替 えれ ば、EDIと い うイン フラのみ

な らず企業 の情 報交換 に向 けた 「企 業 自体 の 意識 の改 革」が求め られ る、 とい うこ

とであ る。
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第一 に企業 に は、企 業 間 の情 報交 換 に対 して 「オープ ンな発想 」 を行 える ような

意 識改革が必 要であ ろう。EDIに よる情報の流通が促 進 され た状況下 では、企業 の競

争力 の 差別化 は 自社が取 引 に必 要 な情報 を独 占す るこ とで獲得 されるのでは な く、

取 引先 と自社 とで相互 に情 報 をオー プ ンに し、 その上で 、 どの よ うな業務 の見直 し

を行 うかに よって獲得 される もの にな ろう。EDIに おいて先行 している米 国では、 こ

の点 が広 く認識 された結 果 、受注側 、発 注側 といった立 場 に拘 らず、相互の 協力関

係 の強化 が促 進 され る傾 向が生 まれて いる。

第 二 に企 業 は、 自社 の業 務 内容 お よび社 内の仕組 みの見 直 しを前提 とした上で、

EDIの 導 入 を検 討す る必 要が あろ う。生産性 向上 を目的 と した合 理化 にせ よ、 間接部

門の コス ト削減 にせ よ、EDIの 導入 によって企業 自らが、 どの よ うに変化 す るのか、

あ るい は どの よ うに変化 した か を評価 で きる必 要がある。 第3章 で 指摘 す るよ うに、

EDIを ベース とす る企業 間の ビジネス プロセスは企業内部 の業務構 造 に内在 す る問題

点 を明確化 す る効果 を もつ。EDIを 普及す るにあたっては、各企 業が こ う した問題 を

解 決す る方 向で 自 らを改 革 してい く意欲 が求め られる。

本 章 では、我 が国の産業 社 会の将 来 を展望 した時 に、 各企 業あ るいは産業 社会全

体 が取 り組 むべ き課 題 を示 し、 そ こでEDIに 対す るニーズが どの ように して生 じてい

るか を議論 した。最後 に、EDIは あ くまで も産業社会の イン フラであ って、 このイ ン

フラを真 に活用 するため に は、経 営 者 あるいは企業の意 識改 革が重要 である ことを

指摘 した。
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第3章EDIの イ ンパ ク ト

前章で は、産業社 会 の構造 改革 の中でイ ン フラと してのEDIが 果 たす役 割 を した。

これは、社会 レベ ルで見 た ときのEDIの イ ンパ ク トと考 える ことが で きよう。本 章で

は、EDIの イ ンパ ク トをさ らに掘 り下 げて示 す ため に、 まず事務作業 に伴 う人件 費や

在庫 管理 コス トに注 目 し、EDIが 効 果的 に活用 された場合の削減効果 を仮定す る こと

で、我 が国全体 で削減 で きるコス トを定 量的 に推計 す る。 さらに、EDIが 企 業 に もた

らす定量化 で きないイ ンパ ク トについて も議論す る。

3.1概 要

EDIを 導入す るこ とに よって可 能 となる効 果 は、大 き く二つ に分 けて考 えるこ とが

で きる。一つ は、従 来の紙 ベ ースの 情報 の流れ に内在 してい た問 題 を解決 した こ と

に よる効果 であ り、 もう一 つはEDIと い うイ ンフラがで きた ことに よって始 めて実現

される情報 システムが もた らす効 果 で あ る。前者 はEDIを 導入す る ことで直ち にその

効 果が現 れるが 、後者 の効 果の 良否 は、企業 間情報 ネ ッ トワーク上 に実現 され る ビ

ジネスプロセスその もの に依存 す る。

また 、効 果が定量 的 に評価 可能 な メリッ トと定 量 的な評価 が困 難ではある ものの

無視 で きない重 要な効 果(定 性 的効 果)に 分 け る ことも意味 があ る。企業 に とって

EDIを 導入す る定性 的効 果 は決 して小 さ くはないか らであ る。

従 来 の紙 ベ ース による情 報交換 に は、電子的 なメ ッセ ージ交換 と比べ る と以下 に

あげるような問題点が ある。

・紙の大量 消費

・繰 り返 し入 力するこ とに よる労働 力の増大

・物理的 な情報伝達(郵 送 等)に よる リー ドタイムの増大

・繰 り返 し入 力する ことによる誤 りの増大

EDIを 導入す る ことによ り、直 ち にこれ らの問題の ほ とん どを解決する ことがで き
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る。す なわち、 「レス ・ペ ーパ ー」、 「人件 費の削減 」、 「事務 処理 の迅 速化」 、

「正確性 の向上/品 質の 向上」 といった効 果が期待 で きるのであ る。

紙 ベ ースの情 報交換 を含 ん だ ビジ ネスプ ロセ ス には、 プロセス 自体 は合理 的に見

えて も、運用 してみ る と上 述 した問 題 か ら実際 の効 果が期待 で きない ものが 多 く存

在す る。逆 にそ うした ビジネス プロセス は、EDIを ベ ース とす る情報 ネ ッ トワークに

よって始 めて効 果 を生 み 出す 。例 えばEDI導 入 に よる リー ドタイムの削減 に よっ てシ

ス テム化の意義 が増大す る業務 として在庫 管理 をあげる ことが で きよう。 「在 庫の

削減」 は、EDI導 入 に よって期待 で きる重要な効果の一つ である。

これ まで にあ げた効果 は、定量 的 に効 果 を測 定 しやす い ものが 多 い。改め て こう

した効果 を 図3-1に 整理 した。 一般 に、 ここにあ げた定 量化 可能 な効果 については、

EDI導 入計画 の段 階で、EDI導 入 コス トに対 す る費 用対 効果 として評価 されるの が通

例 であ る。EDIの 費用対 効 果 を定量 的 に評価 し、そ れ によってEDI導 入計画 、経営計

画 あるいは社 内PRに 役 立 て る ことは重 要な こ とであ る。

＼

その他のコス ト

削減
・在庫の削減

・物流コス トの削減

定性的な効果

図3-1EDIの 定量 的 な効果

EDIの 有効性 は、 その定 量 的 な効果 のみで も十分説明す る ことが で きるが、 それ以
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外 の定性 的な効 果が、EDIの 利用 上 か ら一層 重要で ある。紙ベ ー スの情 報交換 をやめ

る ことに よる副次的効 果、EDIを 導入す るため に必 要 上生み 出 され た効 果、EDI上 に

構築 された情 報 ネ ッ トワー クシス テ ム によ りもた らされ る効果 な どが、定量 的な効

果 とは別 に存在 して いる。

3.2定 量的 な効果

本節 では、幾 つかの定 量的 なEDIの 効果 を取 り上 げ、適宜 、それが 日本 全体 に及 ぼ

すマ クロな効果 を試算 す る。

3.2.1在 庫 コ ス トの削 減

ここで は、我が 国 においてEDIの 潜在 的ユ ーザが多 い と思 われ る業界 全体 で発生 し

てい る在庫 コス トを試算 し、そ こか らEDIに よる在 庫 コス ト削 減の インパ ク トを探 っ

てみ る。

(1)我が国にお ける在庫の現状

大蔵省財 政金 融統計 月報 に よれ ば、1992年9月 時点で建 設業 、製造 業 、卸売 ・小 売

業 、運輸 ・通信 業、電 気業、 ガス ・水道業 について在庫 量 を推計 す る と109兆 円 とな

る(別 表1)。 この109兆 円の うち約9割 は、製造 業の各在庫(製 品、仕掛 品、原 材

料)卸 売 ・小売 業の製 品在 庫 、建 設業 の仕 掛品在庫 で 占め られてい る。

(2)在庫管理費用

在庫 を保持す る こ とによ り発 生 す るコス トに は、人件 費用 や税 金 な どに加 えて、

在庫 と して資産 を固定化 してお くこ とに よる金 利負 担 な どが ある。 日本資材 管理協

会が製 造業 の資 材部 門 に対 して1992年 に行 った アンケー ト調査 に よれば、 製造業 に

お ける原材 料在庫注1の 在庫 管理費 用が保有在庫 に占め る割合 は、お よそ29%と なっ

由以下の試算では
、製品在庫や仕掛品在庫に対 しても原材料在庫 と同様 の数字を適用する。
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て い る(別 図1)。 在 庫 管 理 費 用 の 品 目 別 内 訳 は 「人件 費 」34.6%、 「金 利 」33 .1%

で全 体 の70%近 くを占 め て い る こ とが 示 され て い る(別 表2)。

ここで人件 費 は、仕入 れ 、保管、 移動等 の在 庫管理業 務 につ いて発 生す る主要 な

維持 コス トであ り、金利 は、資本が 在庫 とい う 「もの」 の形 で固定 された こ とによ

る運転資金へ の影響 の こ とであ る。

(3)EDIに よる在庫削減 効果

それで は、EDIに よ り在 庫 は どの ように削減 されるの であ ろ うか。単純 に在庫 確認

をEDI化 すれ ば、 リー ドタイムが短縮 される ことで在庫 の回転率 を高め る効 果が期待

で きる。 しか し、一般 に は前述 した ように、在 庫管理 の ビジネス プロセス を合 理化

し、 そ こで必 要 になる情 報交換 をEDIが サ ポー トす る ことで、 よ り大 きな効 果 を期待

す る こ とが で き る。図3-2は 、量 産生産 タイプの製 造業 を念頭 においた場合 に、EDI

をイン フラ と して実現 され る在庫 管理 の枠組 を整理 した ものである。

ここで注意すべ き点 は、在庫 削減の 効果がすべてEDIを 導入す る ことで生み 出 され

るのではな い、 とい う点 である。在庫 削減 は、 直接 的 には図3-2に 示す よう に在庫 管

理 の高 度化 を目 的 と した ビジネスプ ロセスや製 造 プロセ スの見 直 しあ るいは ビジネ

ス ・プ ロセス ・リエ ンジニ ア リング の効果 として現 れ る。 しか し、 こう した新 たな

プロセス を実現 す るため にはEDIと い うイ ンフラが不可欠 である とい う点が、従 来の

産業社 会の 中で行 な われていた プロセス との決定 的な違 いで もあ る注2。

滋 一般 に
、 ビジネス ・プロセス ・リエ ンジニ アリング と情 報技術 の導入 は同 じでは ない。 ビジ

ネス ・プロセス ・リエ ンジニア リングは、真 に価値 を生み 出す ビジ ネス プロセス を再設計す る も

ので ある。EDIの よ うな情 報技術 やイ ンフラを、そ うしたプロセス を実現 す るため に不 可欠 なツ
ール として どの ように活用 す るか

、 とい う観点 か らビジネス ・プ ロセス ・リエ ンジニ ァ リングを

検 討す るこ とは極 めて有効 であ る。
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在庫管理適正化に伴 う顧客

サービスの向上
在庫管理費用の削減

「
在庫管理のための

人件コス ト削減
在庫量の削減

且 ＼
在庫管理業務プロセスの合理化 /製 造の合理化)～

在庫情報データ

ベース化

(情報の共有)

部材 需要予測と
の共 生産計画精

有化 度の向上

在庫管理

手続の高

度化

納期管理の

徹底 ・資材

手配の短サ

イクル化

ロ ッ ト
製造ラ

インの

トータ

ル管理

段取の

短縮

/

一▲.

s

EDIに よる在

庫確認、在庫

情報の交換

EDIとPOSの 結合EDIに よる外注先

㍑ ㍊嬬 ㍗ クリスポ㌫ 麟 翼 然㌶

EDIの 役割

図3-2EDIに よ る在庫 削減

それでは、EDIに よ りどの程度 在庫 を削減 す るこ とが で きるのか。実際 には ビジネ

スプ ロセスに よって事 情が全 く異 な るため一般 的 な議論 をす る こ とが難 しい。

例 えば、我 が 国の鉄鋼 業界 で は、 理想 的 な在 庫管理が 行 われれ ば、在庫 量 の削減

効果 は3割 程度 にな る と言 われてい る。 同様 に繊維業界 において も、製造 ラ インの

フロー分析 か ら在庫 量 を3分 の1に 削減す る とい う計画 が作 成 され たこ とが ある。

米国 にお けるEDI導 入事例 を見 て も、在庫削 減効 果が30%か ら40%ま で実現 された例

が少 な くない。 こう した議論 か ら、今 回は、我 が国 にお けるEDI導 入 に よる在庫削減

効果の 目標 を30%と し、試算 を行 う。
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(4)EDI導 入 によ る在庫 コス ト削減 とその効 果の推計

前述 した参考 デ ータ をもとに、EDI導 入 による在庫 コス トの削減効果 を以 下 の よう

に試算 した。

総在庫 コス ト(31.6兆 円)=在 庫総額(109兆 円)× 在 庫管理 コス トの割合(29%)

在庫3割 減 に よる効果(9.5兆 円)=総 在庫 コス ト(31.6兆 円)×0.3

(5)在庫 削減 が企業経 営 に与 えるイ ンパ ク ト

万円

lii//ii5

墓・ 肇

在庫高の動き

〆 / プ

万 円

65

60

55

日

50販

45

40

35

1976カ78rO808A.82838485868788899091年

出典:法 政大学産業情報センター 小川孔明 「POSとマーケッティング戦略」

図3-31店 舗 あ た りの チ ェー ン ス トア に お け る在 庫 高 、粗 利 率 、 日販 の 推 移

企業 が過 剰在 庫 を保有 す るこ とは 、企業経営 に とって重大 な リス ク要 因 となる。

リス クの主 要 な要因 は、在 庫 を保有す る ことだけで発生す る コス トであ り、ま さに(4)

で は、 この コス トの削減効果の 目安 を示 した訳 である。 図3-3は 、我 が国 の代 表 的な
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チェーンス トアの場 合 について、1店 舗 あた りの在庫 の 削減、粗 利率 、 日販 の推 移 を

示 した もので ある。 このチェ ー ンス トは、POSシ ス テムによ る需要管 理 と在 庫 管理

によ り、 こう した在 庫削減 と企業 の利益 率 ア ップを実現 してい る。

3.2.2人 件 費 の削 減

欧米 と比較 して我が 国の管理 間接 部門の生産 性 の低 さが指摘 され る。例 え ば、米

国 と比べ た場合 、組立加工 といった製造部 門は優位性 を維持 して い るの に対 して、

管理間接部 門の 生産性 は約2/3に とどまって い ると言 う。短期 的 には、管 理 間接

部 門の要員 の再 配置の問題 が生 じる であろ うが 、長期 的 に見 て、管理 間接 部 門の生

産性 の低 さを放 置 してお くこ とは許 されない。

本項 で は、我 が 国全体 で発生 して いる事務処 理 関連の 人件 費 を試算 し、 そ こか ら

EDIの イ ンパ ク トを推計 してみる ことにす る。

(1)マ クロな人件 費の試算

貸借対 照表 な どで は、事務作 業 に関す る コス トとい う考 え方 はな く、原価 と販 売 ・

管理費(一 般管 理費)と い う区分 け にな る。 この ため、 事務 コス トの削 減効 果 を考

える際 には、 間接部 門 と直接部 門 を分 けて考 え る必 要が生 じる。

まず、全 国ベ ースの損益 は、大蔵省 の法 人企 業統計(1991年)に よれば以 下 の通

りである。

表3-1全 国ベ ー ス の 損 益

(単位:兆 円)

売上高 1,474

売上原価 1,177

販売管理費(一 般管理費) (販管比率=168%)248

営業利益 49

出典:大 蔵省 「法人企業統計季報(1991年)」
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本表 の うち、販売管理費 の 内訳 を業種別 に全体 を100%と して示 した ものが表3-2で

あ る。業種 に よって差 が見 られるが、 大勢 と して40%程 度 が事務 コス トに直接 関連

す るコス トと見 られる。

さ らに、売 上 原価の 中に事務作 業 が含 まれて いる業種 と して、 製造業 とサ ー ビス

業 が あ げ られ るが、 こ こで は、在庫 の削減効果 分析 と一律 に議論 す るため に、サー

ビス産 業 は取 り扱 わない。 まず、大蔵 省 の法人 企業統計(1991年)に よれば、製造

業 の製造原価 は334兆 円であ る。 同様 に調 査結 果による と、製造 業の製造原価 に占め

る主要 品 目の内 訳 は表3-3の 通 りで ある。EDIに よる削減効果 が期待 で きるのは、 こ

の うち間接労務 費 の部分 であ る。

表3-2販 売 管 理 費の 業種 別 内 訳

(単位:%100%=業 種別販売 ・管理費用)

製造業 卸売業 小売業

販売費

給料 ・手当 10.8 25.1 276

旅費 ・通信費 3.3 8.7 2.1

運賃 ・荷造費 12.7 100 3.0

管理費 給料 ・手当 11.8 116 3.7

上記合計 38.6 554 364

その他の項 目の合計 614 44.6 63.6

その他の項目:役 員給与、福利厚生費、減価償却費、広告 ・宣伝費

租税公課、研 究開発費、従業員教育費など

出典:通 商産業省中小企業庁 「中小企業の原価指標」
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表3-3製 造業にお ける製造原価 内訳

直接費(合 計82.8%) 間接費(合 計17,2%)

材料費 37.4 間接材料費 1.3

外注工費 .12 .2 間接労務費 25

直接労務費 12.3 福利厚生費 1.9

買入部品費 4.2 減価償却費 3.7

その他の合計 16.7 その他の合計 3.7

出典:大 蔵省 「法人企業統計(1991年)」

(2)EDIに よる人件 費削減 効果の試算

EDIで は、一度入力 され た情報 を交換 し、相 互 に利 用 し合 うことによ り、 コ ンピュ

ータに係 わる事務作業 を大幅 に削減す る ことが期待 で きる
。 まず、EDIに よって削減

可 能な事務作業 を列挙 してみ る。

・入力の繰 り返 し

・入力の誤 り訂正 や リカバ リー処理

・紙ベ ースの情報照合 や情報管理

ここにあ げた作業 コス トは、 実 はOA化 とと もに大幅 に拡大 して きて お り、 この事

情 は丁度、 レス ・ペ ーパ ーを標 榜 してOA化 を進めた に も拘 らず紙の消費 量が拡大 し

たの と似 たよ うな状況 にあ る と思 わ れる。情報 を共有で きない、 とい う不完全 な情

報化 は、逆 にコ ン ピュー タ間の情報 交換 に多 くの人件 費 を必要 と した。現在 は、事

務処理 システム を稼働 させ 、社 内の 情報交換 に つい ては オンライ ン化 が推進 され て

いるが、社外 との情報交換 の オンライ ン化 についてはEDIの 普及が重要 な促 進要 因 と

なるであ ろう。

それでは、(1)で 積 み上 げた 人件 費 の うち、EDIに よ りどこまで削減 す るこ とが可

能 なの だろ うか。米 国で比較 的初 期 か らEDIに よ り人件 費 を削減 して きた企業の一 つ

に、 ディジ タル ・イク イ ップ メン ト社 が ある 。同社 で は、伝 票 の80%を 電 子化 す る

こ とによ り事務 関連 の人件費 を30%削 減可能 だ と してい る。
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我 が 国の場合 は、前述 した ように管理 間接部 門の生産 性 が米 国 と比 較 して約2/

3で あ るのが 一つの 目安 を与 える。現 在 の米 国の水準 を実現す るため には、30%の

人件費 削減が必 要で ある。 しか し、 ここでは当然社 内の事務処 理 システムの存在 が

前提 とな る し、 我が 国の大勢 を占め る中小企業 は管理 間接 部門の 人件費 の弾力性 が

低 い、 な どの点 を勘案す る必 要 もあろ う。 そ こで ここでは、EDIが トリガ ー とな る人

件費 の削減率 として 日本全体 で10%と い う数字 を設定 し、 それ に よる削 減効 果の推

計結 果 を以下 に示す。

EDIで 削 減可能 な総事務 コス ト(107兆 円)=一 般 管理 費(248兆 円)XO.4

+製 造業の 製造 原価(334兆 円)× 間接労務 費(0.025)

事務 コス ト1割 減 に よる効果(10.7兆 円)=EDIで 削減可 能な総事務 コス ト(107兆 円)×0.1

3.2.3レ ス ・ペ ー パ ー の 効 果

EDIの 効 果が 極 めて顕 著 に現れ る もの に レス ・ペ ーパ ー化 が ある。EDIに よって代

替 され る紙 ベ ー スの情 報交 換 は、文 書処理 に多 くの人件 費 を費や す 要 因 とな るばか

りで な く、紙 自体 の コス ト、文書 の フ ァイ リン グや保 管 の コス トの よ うに、 さ らに

幾 つ かの経費 が発 生す る原 因 となる。

EDIに よる商取 引が本 格化 している今 日にお いて も、会計 ・税務処理 に係 わる帳簿

書類 の 保存 にあ た っては、磁気 媒体 の利用 が認 め られ てい ない。 したが って、本格

的 に レス ・ペ ーパ ー化 に進 むには、EDIの 普及 と併 せて取 引記録 を電子 媒体 で保存 す

る方 向で規 制緩和 がな される必 要があ るこ とは指摘 してお く必要が あ る。

以上 の こ とを踏 まえて、 年 間に発 生す る帳票 を5年 間保存 した場合 の記憶 媒体別

の コス トは 表3-4の ように、 その差 が歴 然 とした もの にな る。 さ らに、 こう した帳票

が複 数 の取 引先 で保存 され ている こ とを勘 案す る と、 レス ・ペ ーパ ーの効果 が極 め

て大 きい こ とが理解 され よう。
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表3-4帳 票5年 間分 を保存 した場合 の記憶 媒体別保 管スペ ース とコス ト比 較表

業種

年間発生帳票

枚数

(万枚z年)

5年 分保管

スペース(坪)

年間作成 ヨス ト及び5年 分保管コス ド 鯛)

紙
マ イ クロ フ ィル

磁気データ媒体
ム

大 手ス ーパ ー 6,000 約3,000 15億 3.26億 150万

大手石油化学メーカー 240 約120 2.04億 0.13億 6万

大手電子部品メーカー 300 約150 2.55億 0.16億 7.5万

中小電子部品メーカー 100 約50 0.85億 0.054億 2.5万

(注)保 管スペース算出根拠:年 間発生帳票枚数×5年(法 人税法、消費税法による保存義務)/10万 枚/坪

=5年 保管スペース(坪)

但 し、5年 経過後は、マイクロフィルムにより保存を行 った場合を想定

・保管 コス ト算出根拠:保 管 コス ト(円)=2万2千 円/1月/1坪 として試算

・紙による伝票作成コス ト:10円/ユ 枚 として試算

・マイクロフィルムの作成コス ト:800円/1枚 、伝票収容量を150枚/1フ ィッシュとして試算

・マイクロフィルムの保管量:10万 フィッシュ/1坪 として試算

・カー トリッジ型マイクロテープの伝票収容量:78万 枚/1本 として試算

・保管量:80本/1坪 として試算

出典:商 取引に係る帳票等のペーパー レス化について(中 間報告)

(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

こう した大量 の伝 票 に対 して、再 入力 や照合 とい った処理 が行 われ る訳 で あ るか

ら、紙 ベ ース の情報交換 が 改 めて不 効率 な もの であ るこ とがわか る。 ちなみ に、 こ

う した紙ベ ースの処理 を徹 底 的に排 除す る方針 でEDIを 積極 的 に導 入 しているのが、

米 国の連邦機 関であ る。米 国で は、連邦機 関 に関 して 「AmendedPaperworkReduction

Act」 が制定 さ れ、 これが レス ・ペ ーパ ー化 を推 し進 め、 ひいては連 邦機 関が率 先 し

てEDIの 導入 に努 めている背景の一つ ともな って いる。

3.3定 性 的 な効果

EDIの 効果 と して その経済 的効 果のみが しば しば取 り上 げ られ るが、経済 的効 果 と

しては直接現 れな い定性 的な効 果が、EDIの 利用 上 か ら一層重要 である。紙 ベ ースの

情 報交換 をやめ るこ とに よる副次 的効 果、EDIを 導 入す るために必要上生 み出 された
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効 果、構 築 され た情報 ネ ッ トワー ク システム に よ りもた らされ る効果の うち定量化

で きな い重 要 な効果が存在 す る。 こ こでは、そ う した定 性 的効果 が、企 業内 にお い

て どの ように波及 してい くか を考察 す る。

受発注 な どにEDIを 利 用す る こ とによって、顧客取 引の 正確性 、迅速性、信 頼性が

向上 し、最 終 的には顧 客 の満足度(ConsumerSatisfy)が 向上す る、 とい う目には見

えない効 果が ある。 これ はEDI導 入 その もの によって得 られ る定 量化 で きない効果の

一つであろ う。 しか し、EDIを 本格 的 に活用 しようとす る企 業 にお いては、 これ とは

別 に、更 によ り大 きな インパ ク トが期待 で きる。

一般 にEDIを 導入す るた めには、経営者 の理解 を得 る(意 識改革)と ともに、社 内

各部 門 の協力 と調整が必 要 とな る。 受発注 業務 一つ を とってみ て も、資材 部 門、営

業部 門 、情報 シ ステム部 門、経理 部 門、法務部 門、監査 部 門な どの連携 に よって、

は じめてEDIは 実現 され る。EDIの 導入 は、 ここにあげ た各 部 門のス タッフか らなる

「推 進 チ ーム」 に よって検 討 され る ため に、導 入当初 はか な り大 きな コス トが発生

す るこ とに もな る。 しか し、定 量化 で きない企 業への イ ンパ ク トは、 こう した 「推

進 チ ーム」 が 自社 や他社 との関係 を より広 い視 点か ら合 理的 に検 討す る こと をきっ

か け として広 が ってい くもの と考 え られ る。

図3-3は 、EDIが トリガ ー とな り、企 業 内部で広 が るインパ ク トを示 した もの であ

る。図3-1に 示 したEDIの 定量 的な効 果 の背後 に は、 この 図 に示す よ うに当該 企業 の

経 営戦 略、業務 構造 、他 社 との連携 戦略 に深 く関 わるイ ンパ ク トが存在 して いるの

であ る。 これ らは必 ず しも机 上の話で はな く、EDIに おいて先行 している米 国ではそ

の ほ とん どは何 等 かの成功事例 があ る と考 えて良い。

第一の波及効 果は、EDIが 社 内の業務組織 あ るいは ビジネス プ ロセス 自体 を変 える

手段(き っかけ)を 与 える場合 であ る。す なわ ち、社外 との情報 交換 を電子 的 に行

うこ とをきっか け と して、 社 内全体 の ビジネス プロセス を見直 し、企業構造 の リエ

ンジニ アリング に拍 車が かか る、 とい う ものであ る。
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EDI導 入 準備1経 営者の意識改革

♪
lEDI導 入のための社内推進体制の確立

∠/
企業にまたがる業務

プロセスの見直 し

社内の業務プロセス

の見直 し
lEDIの 活用戦略の検討‖

▼

1「
1

EDIの 導入
企業構造の

リエンジニ

ア リング
/▼

国際戦略への

EDIの 活用正確性の向上

迅速性の向上

信頼性の向上

新 しい顧客 サ
ー ビスへの

EDIの 活用
▼

▼/
企業間情報

ネットワーク

システムの構築

■1

蒜 露 ムと1 マ ー ケ ッテ ィ

ン グへ のEDl

の 活用

＼
▼ 〆

＼11/

1

1企業の国際化

惨 害との関係鰭

生産性向上による競争力強化 新たな取引機会の創出

定性的な効果

図3-3企 業 に及 ぼす定性 的 なEDIの 効果

「EDIを導入す る際 の問題 点」 と言 われていた こ とが、 しば しばロ)1の 問題 ではな

く、その企業 自体が抱 えて い る問題 点であ るこ とは、 こ こで指摘 してい るこ とと無

関係 ではない。例 えば、あ る企 業が発 注元 か ら 「発 注計画 をEDIで 送 るので、納 品の

ス ピー ドア ップ化 を図って欲 しい」 旨の依 頼が 営業部 門 にあ った とす る。 この新 た

な企業 間の ビジネスプロセスが うま く稼働 しなか った と して も、それ はEDIの 問題 で

はな く、例 えば、 その企業 内で営業 部 門 と生産 部 門の連 携 が悪 か った り、生 産部 門

自体 の工程が不 効率 であ った り、 そ もそ も企業 内の情報 化 が遅 れ てい るため に迅速

な対応 がで きな い、 とい った企 業 内 部の構 造の 欠陥 であ る場合 が多 いのであ る。 こ

れは、EDIの 導入が社 内の ビジネス ・プロセス ・リエ ンジニ アリング、特定 プロセス

の強化、 あるいは情 報化 の きっかけ を与 える ことを示唆 してい る。 この ようにEDIの
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導入 は 、 しば しば 自社 自身 や他社 との関係 を合 理 的な観 点か ら傭 撤す る視 点 を提供

す る こ とに よ り、その企業 の経営戦 略、業務構 造、他社 との連携 戦略 に深 く関わる

イ ンパ ク トを与 えるこ とが あ る。

第二 の波 及効 果 は、生産 性 の向上 を目的 として取引先 と一体 化 した ビジネ スプロ

セス の見 直 しを行 い、新 た な企業 間情 報 ネ ッ トワークを構 築す る とい うもので ある。

この場 合 は、す で に第2章 で言及 したように、 企業の経 営者 らが 企業 間の情 報交換

に対 して オープ ンな発 想 を行 える よ うな意識 を有 してい るこ とが 必 要であろ う。 こ

の ような こ とを前提 として、企業 は ある製品の 流れ に沿 った生産/流 通 ある いは共

同物流 を目的 と した企 業 間情報 ネ ッ トワークの ように、 よ り大 きな企業 間の協調が

必要 と され るネ ッ トワーク に積極 的 に参画す る ことにな るか も しれない。 さ らに、

第2章 で指摘 して いる ように、企 業 内努力 に よる生産性 向上 に限界 や偏 りが生 じて

いる今 日で は、 この よ うな効 果が急 速 に現実の もの とな る可能性 は小 さ くは ない と

思 われ る。

第 三の波及効 果 は、企 業がEDIを ツール として社外 との 間で新 たなサ ー ビス を開始

す る ような場合 で ある。例 えば米 国で は、EDIに よ り最新 製品 カ タログのオ ンライ ン

サ ー ビスが 開始 され ている が、 これ も顧 客サ ー ビスの一 つで あろ う。やは り米 国で

は、EDIが 営業 の ためのツ ール として も利用 され ている。製品 カ タログ を配布 するの

ではな く、EDIに よって取 引のチ ャンネルを まず確保 し、製品 カ タログ情報 は前述 し

たオ ンライ ンサ ー ビスで提供 す る、 とい うマーケ ッティングである。一般 に、EDIを

導入す る場合 に は、取 引先 と相 互 に情報 を交換 し合 う、 とい う協 力 関係 が前提 とな

るため、一度EDIが 導入 されれ ば、 よ り強 固な信頼 関係 が醸成 され るこ とも期待 され

る。 こう した営 業戦略 は、EDIが 企 業 間のイ ンタフェース として、多 様 な可 能性 を有

してい る ことを説明す るには十分 で あろ う。

本 章で は、EDIの イ ンパ ク トを定 量 的に掘 り下 げる と ともに、 その定性 的な インパ

ク トにつ いて も、企業 がEDIに よって どの ように変化 して い くか、 とい う視 点か ら考

察 を行 った。何度 も指摘 してい る ように、 イ ンフラとしてのEDIの 効 果は単純 に評価

す る こ とは難 しいが、 人件 費 お よび 在庫 削減 に よるコス トの削減 効 果が、 日本全体

で それぞれ10兆 円前後 あ る、 とい う試算 の結果 は、 改めてEDIが 我が 国の産 業社会 に

及 ぼす イ ンパ ク トが小 さ くはない こ とを示唆 している と考 え られる。

一33一



第4章EDIに お ける標 準化 の重要性

4.1概 要

前章 までには 、産 業社 会 が新 たな 情報化 に向 か う時 に、重 要な役 割 を担 う社 会 イ

ンフラの 一つ としてEDIが 多大 な効 果 をもた らす こ とを示 した。EDIが その よ うな威

力 を発揮 するのは、EDIを 通 じて必 要な相手 と必要 な情報 を容 易 に交換す る ことがで

きるか らであ る。本 章の 目 的は、単 に企 業 間を オ ンライ ンで結 ぶ ので はな く、情報

交換に関 して標準 的な枠 組 を備 えたEDIこ そが、 そ う したニーズ に応 え得 る こ とを改

めて強調 する こ とであ る。

我が 国におい ては、 クロ ーズ(閉 鎖 的)な 情 報 ネ ッ トワークを 限 られ た企 業 グル

ープの 中で構築 す るこ とに よ り競 争 優位性 を獲 得 しよう とす る傾 向が、 ある一時期

には見 られた。 この考 え方 は、 自社 の情 報化 が 他社 と比 べて先行 している時 点では

一定の 説得力 を持 つ
。 しか し、大手 企 業 につ い ては一通 りの情報 化 を終 えて いる今

日では 、その優 位性 が崩 れ、逆 に ク ローズ な情 報 ネッ トワークに よる新 たな弊害が

顕在化 して くる。

幾つ かの大手 企 業 と取引 す る中小 企 業で は、 それぞれ の企 業 間 ネ ッ トワー クのた

めの端末が集 中 して しま う多端末化 現象 が起 きる こ とは、 目に見 える弊害 の 一例 で

あ る。 しか し、 こう したク ローズ な 情報 ネ ッ トワークが もた らす 弊害 は よ り深刻 で

あ る(図44)。
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クローズ な企 業間情報

ネ ッ トワー クシステム

≡

哩

図4-1ク ローズ な情報 ネ ッ トワークシステムに内在 する問題 の構造

第一 に指摘 で きる問題 は、 クローズな情報 ネ ッ トワー クの構築 を各社 が進 め るこ

とで、 余計 な開発 コス トが 増大す る、 とい う経 済 性の側面 で ある。 多端末化現 象 も、

余計 に投資 された情報投 資の一つ の帰結 と考 えるこ とがで きる。4.2節 では、標 準化

され たEDIが こう した開発 コス トを削減す る効果 を具体 的に示 して いる。 クローズな

情報 ネ ッ トワー クに投入 され る余分 な開発 コス トは、結 局 その よ うな情報 ネ ッ トワ

ークの構 築 を破 綻 させ 、企 業間の情 報交換 のた めの社 会 インフラ整備 を後退 させか

ねない。

クローズ な情 報 ネ ッ トワー クが もた らす 問題 の もう一 つの側面 は、 クロー ズな情

報ネ ッ トワーク 自体 が産業 社 会の中で広 く利用 で きる社 会 インフラ とはな り得 ない、

とい う こ とで あ る。今後 、企 業は企 業環境 の変 化 に適応 しなが ら、情報 ネ ッ トワー

クを介 して取 引 をす る範 囲 を拡大 し、その情報 ネッ トワー ク上 に構 築す る情 報 シス

テム(あ るい は ビジ ネス プロセス)を 高度化 させてい くこ とにな ろ う。個 別 企業 や

特定業 界 の ビジ ネス プロセ スにのみ適応 したク ローズな情報 ネ ッ トワークは、 こう

したニーズ に柔軟 に応 える ことが 出来 ない。4.3節 では、 ビジネス プロセス を修正/

拡張 した り、取 引相手 を拡 大 した り、情報 ネ ッ トワーク を接続す る、 とい っ た拡張

性 は、 オ ープ ンな情報 ネ ッ トワークこそが持 ち得 る優 れた特性 であ るこ とが説 明さ

れ る。
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我 が 国 は、企 業 間の情報 ネ ッ トワ ークの構築 のみ をと らえれば 、必 ず しも大 き く

立 ち遅 れてい る訳 ではない。 しか し、当初 か ら標準化 を通 じて、企 業 間の情 報ネ ッ

トワー クを社 会 イ ンフラと して整備 して きた欧米 と比べ た場合 、 上述 した観 点か ら

企業 あ るいは産 業社会全体 が抱 える問題点 は決 して少 な くはない 。我 が 国において

も、標準 化の必 要性 を認 め、標準 的なEDIを 社 会的な インフラ として整備 し、そ の上

に企業 間の情報 ネ ッ トワー クシス テム を構 築す るこ とを真剣 に考 える必要が ある。

EDIに おいて特 に標準化 すべ き対象 として は、通信 プロ トコル とビジネスプロ トコ

ル を考 えるこ とがで きる。 通信 プロ トコルの標 準化が行 われれば、情 報シス テムを

構 築す るにあ た りネ ッ トワ ークや端 末 の選定が 自由にな る。 オー プン化 が常 識 とな

りつつ あ る中、 この標準化 の メ リッ トは容易 に理解 され るだろ う。一方、 ビジネス

プロ トコルの標 準化 では、 メ ッセー ジの シ ンタ ックスル ールや メ ッセ ージの種類 、

フォーマ ッ トな どにつ いて標準化 す る。本 章で は、特 に この ビジ ネス プロ トコル を

標準化 す る こと によるメ リ ッ トにつ いて、前述 した経 済性 と拡張 性の側面 か ら掘 り

下 げてい く。

4.2標 準EDI注1の 経 済 的 な メ リ ッ ト

既 に指摘 した ように、独 自に行 わ れ る情報 ネ ッ トワー クの構 築 で は、その構 築 コ

ス トの問題が大 きい。標準EDIを 利 用す るメ リッ トの一つは、その構 築 コス トを大幅

に削減 で きる こ とにあ る。

一般 に
、取 引企 業 間で電子 的 に情報交換 を行 う場合 には、 ビジネスプ ロ トコル(メ

ッセー ジ+シ ン タックッス)の 部分 を決定 し、 それに合 わせ て情 報交換 のた めのソ

フ トウ ェア を開発 す る。単純 に考 え れ ば、 この 作業 に伴 う開発 コス トは、個 別 の取

引関係毎 、す なわち取引企 業数 の組 み合 わせ分 だけ発生す る。

一方、あ らか じめ ビジネス プ ロ トコルの部分 について汎用性のあ る枠組 を用意 し

th厳 密なEDIの 定義 に従 えば
、 プラ イベ ー トな 「シ ンタックスルール+メ ッセ ージ」 に従 う情報

交換 はEDIで はない。 ここで は都合 上、 これを 「プライベー トフォーマ ッ トによるEDI」 と呼ぶ。
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てお け ば、個別 の取 引企業 間では、 汎用 的なメ ッセージ ライブラ リの 中か ら必 要な

メ ッセ ージ を選 択 し、必 要 に応 じて変更す る作 業のみ を行 えば よい。標準 シ ンタッ

クスル ールにつ い ては国 レベ ル、標 準 メ ッセー ジにつ い ては業界 団体 や業種 ・業態

単位 で共 同開発 す る ことで、個 別のEDI接 続の部分の コス トを大幅 に削減す る効 果が

期待 で きる(図4-2)。

経済性

標準 メッセージ

十

標準 シンタックス

図4-2EDI標 準 化 の メ リ ッ トー経 済 性

以下、 こう した経済 的な メ リッ トを次 の2点 か ら具体 的に検討す る。

(1)1企 業 が、 「標 準EDI」 を導入 した場合 と「プライベ ー トフォーマ ッ トに よるEDI」

を構築 した場 合 に どの よ うな差 が生 じるか。

(2)わ が国全体 でEDIを 普及 させ る場合 に、 そこで標準EDI(Cll標 準)を 利用 したこ

とに よるコス ト削減 効果 は どの程度 か。
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4.2.1企 業 の 立 場 か ら見 た標 準EDIの 経 済 的 メ リッ ト

ここで は、一企 業の立場 か ら考 えた ときに、標準 的なEDIを 利用 す る ことの経 済的

メ リッ トを、あ るモデルケ ース を通 して考 えて み る。 このモデル ケ ースで は具体 的

な数字 を置いた収 支バ ランスの シ ミ ュ レーシ ョンを行 うが、その 定性的傾 向 は比較

的一般 に見 られ る性 質 を良 く反映 してい る と思 われ る。 このシ ミ ュ レーシ ョンを通

じて、 プライベー トフ ォーマ ッ トによるEDIに 対 す るCII標 準 によるEDIの 経済 的な優

位性 、企業 が取 引先 と100%EDI化 を進 め る ことの必要性 な どが示 され る。

(1)ケ ー ス概 要

このモデルは以下 の ようなケ ース を前提 としてい る。

A社 は、2つ の事業所合 わせ て100社 程 の取引先 か ら年間約100,000件 の受注 を受 けている大手 メー

カである。A社 の営業部 門は、総勢300名 が受注業務 に従事 してい る。

A社 は、自社内の総合的なビジネス プロセスの見直しとシステム化 を通 じて生産性向上に成果を

上げてきた。 しか し、厳 しい経営環境 にあってA社 は、新たに経営ビジ ョンの一つとして、他企業

との連携による一層の生産性向上を目標 として掲げ、その目標達成のツール としてのEDIに 注 目した。

A社 は、まず取引企業との間にEDIを 浸透させ ることを考え、受発注業務 にEDIを 導入する検討を開

始 した。

この検 討の 中で、A社 はEDIを 導入す る ことの定量的 メリ ッ トを、以下の こ とを前提 として見積 も

った。

・A社 の受注叢 隆を見 積対 象 とす る。

.EDIメ1ッ=EDIこ よ ロtコ ス ーEDIコ ス による収支バ ラ

ンス を、EDI導入3年 計画 をベース に試算 す る。

・試算 は、プライベー トフォーマ ッ トに よるEDIの 場合 とCH標 準 を利用 したEDIと の場合 とで試算 し、

両者の収支 を比 較す る。

・さらに、A社 が取引先 と100%EDI化 した場合 と、50%のEDI化 で留 まった場合 につ いての収支 を比

較する。
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(2)EDIに よ り削減可 能 な コス ト(業 務 分析)

A社 は、受注業務 の見直 しを行 い、以下の ようにEDIに よ り削減可 能な コス トを見

積 もった。

人件費 につ いては、営業部 門の従業者300人 の うち全体 の10%は 、表4-1に 列挙 した

業務 に従事 している こ とか ら、EDIの 導入 で削減 で きる ことが分 か った。 これ らの業

務 を行 っ てい た従 業員 の 人件 費(600万 円/年)か ら、EDIに よ り年 間 に1.8億 円

(300人 ×600万 円 ×10%)が 削減 で きる。

表4-1A社 の受注業務の うちEDIに よ り削減可能 な業務 内容

取引(引 き合い段階)

見積依頼書入力、記入 もれ確認 と問い合わせ、電話による在庫 問い合わせ確認、見積

書発送、入力 ミス等による トラブル処理

注文 注文書入力、注文書内容確認、注文確認書発送、入力 ミス等による トラブル処理

納期確認 納期確認書発送、納期回答入力、入力ミス等によるトラブル処理

請求
請求書発送、請求確認書入力、不照合内容問い合わせ、入力ミス等による トラブル処

理

支払 支払明細入力、不照合内容問い合わせ及び入力ミスによる トラブル処理

一方
、雑 費削 減分 は1受 注業務 あ た り、見積 書、注 文確 認書、 納期確認書 、請求

書の郵送費用及 び紙代 とEDI運 用経 費(通 信 費、VAN使 用料 等)の 差額 として見積 も

られ、 それ は約200円 であ った。 すな わち、全 体 の雑費 削 減分 は、200(円/件)×

100,000(件/年)=O.2億(円/年)で あ る。

こ う してEDIに よ る 削 減 費 用 は 、 年 間2億(円/年)(1.8億 円+0、2億 円)と な っ

た 。 す な わち 、1件 あ た り2000円 の 削 減費 用 が期 待 で き る。

図4-3は 、A社 が取 引件 数が多 い順 に取 引先 を横 軸 に並べ 、各社 とのEDI取 引で削減

可 能な コス ト(取 引件 数 ×2000円/1取 引)を 示 した もの であ る。図4-3は 、一般的
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に言 われ る 「8-2ル ー ル 」 滋 に適 合 して い る。

(億円)

年

間

0.4

削

減0
.3

麗

な

コ

ス

図4-3年 間 に削減可 能 なコス ト

(3)EDI導 入 コ ス ト

A社 は、1つ の取引先 と接続す るコス トは以下 の ように見積 もった。

・Cll標準 の場合=100万(円/接 続)

これ には、取 引契約等 の打 ち合せ 、 メッセ ー ジ選択、 変換 テー ブル作成 、実験等

の費用 が入 って い る。実際 にこの数 字 は、接続 数 を増 やす ほ ど学 習効 果 によ り低減

す る と予想 され るが、 ここで はそれ を勘案 しない。

・プライベ ー トフォーマ ッ トに よるEDIの 場合:500万(円/接 続)

これ には、業 務内容 の分 析、取 引 デー タの仕 様 決定 、社 内 シス テム との デ ータ交

tU1つ の企 業 は全 体 の約2割 の取 引先 に よ り取 引件 数の8割 をカバ ーす る、 とい う経験 的な規則
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換 シス テム等 の新規 開発 、 実験等 の 費用が入 っ ている。実 際 に この数字 は、 接続数

を増 や す ほ ど、発注先 の さ まざまな メ ッセージ(ビ ジネス プロセ ス)と の間 の整合

性 を とる必要が あ り、場合 によって は社 内アプ リケーシ ョンの変 更 も必 要 とす る こ

とか ら、大幅 に増 大す る と予想 され る。 しか し、 その費 用 を予 め予測す るこ とは困

難で あるた め、 ここで はその費用 を無視 した計算 を行 い、 それで もなおCll標 準 を利

用す る ことの優位 性 を確認 す る。

(4)導 入 ス ケ ジ ュ ール

A社 では最初 の3年 間で100社 全部 とEDI接 続 す るように、一定 ペ ース でEDIを 導入

してい くスケ ジ ュール を考 えた。接 続す る取引先 は、取 引件 数が 多 い順 に進 めて行

くこと とな った。す な わち図4-3に おいて左 側 に位 置す る取 引先 か ら順 に接続 を進め

る、 とい う ものであ る。

(5)EDIに よ り年間 に削減可能 なコス トと導入 コス トの単純 な比較

EDIの 導入 スケ ジュール を勘 案せず に、単 純 に年 間に削減可能 な コス トと導入 コス

トを累積ベ ースで比較 した ものが 図4-4で あ る。本 図は、取引件数 が多 い取 引先 か ら

順 に、EDIの 導入 コス トと図4-3に 示 した年 間に 削減可能 な コス トを足 し合 わせてい

った ものであ る。

本 図に示 す ように、年 間に削減可 能 な コス トとEDIの 導入 コス トで見 る限 り、 プラ

イベ ー トフ ォーマ ッ トを利 用す る場合 、約3割 ほ どの企業 とEDI接 続 した時点 で赤字

になる、 とい う一つの 目安が得 られ る。

図中 に示す よ うに、実 際 にはプ ラ イベ ー トフ ォーマ ッ トを利 用 す る場合 は 、かな

り急 速 にコス トが増 大す る と言 われ てい る。一 般 にメ ッセ ージ等 が標準化 されてい

ない場 合 は、受 注側 が発注 側 の仕様 を押 し付 け られるこ とが多 い。 ビジ ネス プロセ

ス を含 めて一定 の標準 化 が行 われて いる場合 と異 な り、 相手側 の ビジネス プ ロセス

に合 わせ る こ とを求 め られ る と、社 内 ビジネス プ ロセス や社 内シ ステム との 整合性

の問題 が生 じる こ とも予想 され る。 その結果、 社 内シス テム 自体 の修 正が必 要 とな

り、開発 コス トは大幅 に増 大す る可能性が高 い。
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プ ラ イベ ー トフ ォー マ ッ トを用 い た

EDIに よる 累 積 導 入 コス ト
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図4-4EDI削 減 コ ス トと導 入 コス ト

(6)導 入 シ ミュ レー シ ョ ン

(4)の前提の もと、累積 ベ ースの収支バ ランス につ いて シ ミュ レーシ ョンを行 ない、

EDI接 続 を行 ってい る3年 間 を含 む4年 間の収 支 をシ ミュ レー トした結 果が図4-5で

ある。 ここで は、幾つ か重 要な仮定 を置 いている。

・あ る取 引先 とEDIを 導入 した時 点で
、導入 コス トをマイ ナス計上 す るが、それ以降

は、その取引件数 に2㎜(円/件)を 乗 じた削減可 能 コス トをプラス計 上する。

・す で に業務分析 の時 点で考 慮 され てい る通信費 及 び
、VAN使 用料 以外 の運用 コス

ト(メ ッセ ージの修正等)は 計 上 しない。 一般 に、 プ ライベ ー トフォーマ ッ トを利

用す る方 は、変 更等 を発注 先 か ら求 め られた り、新 たな取引先 との整合 を保 つ必要

か ら、 ビジ ネス プロセスの見直 しや メ ッセージ 等の修正 が発 生す る頻度が高 く、 そ

の コス トも大 きい。
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一
この計算 結 果 に よれ ば、CII標 準 を利用 す る場合 は ご く初期 にマイナス になる以外

は順調 にメ リ ッ トは伸 びる。実 際 には、EDIの 効 果が現 れ るのが多少遅 れ るこ とに よ

って赤字期 間が伸 びる可能性 があ るものの、大勢 と して変化 はないであろ う。

プライベ ー トフォーマ ッ トを利 用す る場合、常 にCII標 準 の場合 以上の メ リッ トが

得 られ ない ことは明 らかであ るが 、 さ らに図4-5は ベス トケ ースであって、以下 の よ

うな不確定 要 因が あ る。

・図4-4の 算 出 で仮定 した ようにEDI接 続 当 りの導入 コス トが 一定 でな く
、前述 した

要因 によ り増 大す る こ とか ら、図4-5の 結 果以上 に赤字 の増 大お よび赤 字期 間の長期

化が起 ると思 われ る。場 合 に よっては 、過剰 な投資負担 か らそれ以上 のEDI投 資が困

難iとなる場合 があ る。

・EDIの100%導 入後 の メ リ ッ トの伸 びは、CII標 準 の場 合 と同様 になって いるが、や

は り前述 した運用 コス トの問題で、 この傾 きが鈍化 す る と考 え られ る。
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図4-54年 後 ま でのEDI導 入 メ リッ ト(累 積 ベ ー ス の 収 支 バ ラ ンス)
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図4-5は 、100社 全体 をEDI化 す る もの として計算 した。 ところが、100社 全体 では

な く50社 分 を1年 半 かけてEDI化 し、 それ以外 をこれ まで と全 く同様 の条件 で計算 し

てみる と、 その結果 は図4-5と ほ とん ど変 らない。 これはA社 が50%のEDI化 率(企 業

数)で も100%のEDI化 率 と同様 の効 果が得 られ るこ とを意味す る。次の(7)で は、実

はEDIの 効果がEDI化 率100%の 近傍 で急激 に立ち上が るこ とを示 し、や は りEDI化 率

100%をA社 が 目指すべ きであ るこ とを示 す。

(7)真 のEDI導 入 メ リ ッ ト

累積ベ ースで削減可能 な コス トは、実 際 には図4.4の ようにはな らない。次 に述 べ

る理 由に よって、EDI化 率100%の 近 くで真 の削減効 果 に急 に近付 くものの、それ ま

ではEDIの 削減効果が100%コ ス ト削減 に結 び付 かない。

今 回のケースで考 えれ ば、導 入初期 は30名 か ら従 業員 を順調 に削減す るこ とがで

きる。 ところが、 ある レベ ル までEDI化 が進 んで も、紙 ベ ースの発 注が ある以上、あ

る程度 の従業員 を紙ベ ースの受注 処理 のため に残 す必 要があ る。A社 の場合、2つ の

事業所 にそれぞれ人手 を残す必 要が あ るため に、90%以 上のEDI化 率 で も10人 弱 は紙

ベースの受注業務 を行 うこ とになる。残 りの10人 分 を削減可能 になるのは、EDI化 率

が100%近 傍 に達 した時で ある。

これ に よっ て、 図4-4は 、 図4-6の よ うに修 正 され る。 す な わち 、100%近 傍 ま でEDI

化 が 進 む まで は、EDIの 効 果 率 が70%弱(20人 分)程 度 の 削 減 効 果 で停 滞 して い る。
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図4-6真 のEDIに よ る削減可能 なコス ト(累 積 ベースの収支バ ラ ンス)

図4-6に 示 した 「効 果率 を考慮 した累積 削減効 果」 によって改 めて4年 間の シ ミュ

レーシ ョンを次 の3つ の場合 につ いて行 った結 果が図4-7で ある。

(a)プ ラ イベ ー トフ ォ ーマ ッ トに よるEDI(EDI化 率100%ま で)

(b)標 準Cllに よ るEDI(EDI化 率50%ま で)

(c)標準CIIに よ るEDI(EDI化 率100%ま で)

(a)を見 る と、 プ ライベ ー トフォーマ ッ トに よるEDIで は、図4-4と 比較 してEDI導 入時

の赤字 幅 は一層 拡大 して いる ことが わかる。EDI化 率100%で 始 め て削減 され る コス

トの割 合が 大 き くな ったた め、導入 時 のプ ライ ベー トフ ォーマ ッ トによる投 資負担

が一層 大 き くなる訳 であ る。

(b)と(c)の比較 で は、EDI化 率が100%と50%で 明 らかにメ リッ トに差異が現 れた。EDI

化 率100%の 方 が、途 中の導入 コス ト負担 に よ りメ リッ トの伸 びが鈍化す る もの の、

EDI化 率100%近 辺 の大 幅 なコス ト削減 によ り、最 終 的なメ リッ トの伸 びは逆 転 して
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いる。 この図4-6に よ り、A社 が取 引数が少 ない 中小企 業 も含 めてEDI化 に取 り組 み、

EDI化 率 を100%に 近付 ける ことの動機 が示 され た訳 であ る。
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図4-7真 のEDI導 入 メ リ ッ ト(修 正 版)

(8)モデルケースに よる検 討の結論

ここで検 討 したモ デルケ ース は具 体 的 な数字 を仮定 して シ ミュ レーシ ョン を行 っ

てい るが、その定 性 的な傾 向 は、各企 業がEDI導 入 に取 り組 む場合 に直面 す る もの と

大 きな差 異 はな いだろう。 そ こで、 定性 的な傾 向 として 明 らかに言 えるこ とをまと

め る と、次の2点 になろ う。
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・プ ラ イベ ー トフ ォ ー マ ッ トを利 用 す る場 合 に比 べ て 、Cll標 準 を利 用 す る定 量 的 メ

リ ッ トが明 らか に な っ た。

・EDI化 率 を100%に 近 付 ける こ とが 、真 の コス ト削 減 を実現 す る上 で重 要 で あ る。

これ で、少 な くと も新 たにEDIを 導入 しよう と してい る企 業 に とっ ては、cn標 準

を利用 す る方が有利 であ る ことは明 らかにされた訳 である。

4.2.2マ クロ(日 本全体)な 立場 か ら見 た標準EDIの 経済的 メ リッ ト

前項 で は、標準EDIを 利 用す る経 済的 メリッ トを、 ミク ロな企 業行動の レベルで検

討 した。 ここでは さらに視 点 を広 げ、標準化 によ り日本全体 で見 たマ クロなEDI導 入

コス トが どの程度削減 す る ことが可 能か を試算 してみ る。

(1)試算 の範囲

まず、試 算 す る範 囲 を図4-8の ように定 義 してお く。 ここで、 シンタ ックスルール

開発 とメ ッセ ージ開発 が ビジネス プ ロ トコルの開発 に相当す る。標準EDIで は、 この

部分 につ いて、 ある業種 ・業態単位 であるいは業界 内で 共通 に利 用 で きるよ うに汎

用的 な もの を開発 す る こ とになる。 トランス レータは、 情報交換 のための シ ンタッ

クスル ールで記 載 され た メ ッセ ージ を社 内アプ リケ ーシ ョンのた め に内部表 現 に変

換す る ための ソ フ トウェア で、共通 に定 め られ たシンタ ックスル ール に対 しては1

つのみ 開発す れ ば良い。

実際 には、EDIを 導入す るため には、以上の準備 を行 った上で、取 引企業双方 の ビ

ジネス プ ロセス を見 直 し、取 引 に使 用す るメッセージ フ ォーマ ッ トを選択 した り、

業務 運用 マニ ュアルや取 引 に関す る規約 を定め る作業 があ る。 さ らには、VANと の

接続 に係 わる作 業な ども発生す る。 これ らをま とめて図4-8で は、 「EDI部分 の接続」

と してい る。取 引先 との交換情報 を入 出力 とす る社 内システム と 「EDI部分 の接続」

を統合 す る こ とで、当該企 業 の企 業 間の情報交 換 を含 む情報 シス テムが完成 す る こ

とにな る。
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アプ リケーシ ョン開発 部分 は、 それ 自体 ビジ ネスプ ロセ スに直接 依存す る部 分で、

その コス トを一 律 に計算 す るこ とは 困難 であ る。 したが って試算 は、 アプ リケーシ

ョン開発部分 を除いて行 う嵐 。

プライベ ー トフ ォーマ ッ ト

によるEDl

C個 別企業の負担 D個 別企業の負担

B業 界団体等の負

図4-8試 算の範 囲

また、Aの 部分 は、社 内 フォーマ ッ トをその まま利用 す る場合 もあれば、社外 の フ

ォーマ ッ トをそ の まま適用 す る場合 もあ り、 開発 コス トの積み上 げが難 しい 部分 で

ある。

さらに言 えば 、 プライ ーベ ー トフオーマ ッ トを利 用 したEDIで は、 一般 にAとCの

海ただ し重要なことは
、メッセージ部分が標準化されれば、社内アプリケーシ ョンの開発コス ト

も当然削減できることである。極端な例 として、受発注 といった定型に近い業務のアプリケーシ

ョンシステムは、メ ッセージの仕様が標準化 されれば、パ ッケージ化することも容易になるであ

ろう。これは、中小企業におけるEDIを 促進する上で重要なことである。

逆に、標準化が行われていない場合には、取引相手 と整合性を保つためにビジネスプロセスを見

直す必要性が、一般に標準化された場合以上に発生するため、運用まで含んだアプリケーション

開発 コス トは増大する傾向がある。
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部分 が独立 に 設計 されて い な いため、開発 コス トも分 けて見積 もる ことが難 しいき。

そ こで、今 回の試算 で はAの 部分 の試算 も省 略 して考 える。

プ ラ イ ベ ー トフ ォー マ ッ ト

に よ るEDIの コス ト
十 A(社 内開発負担金は省略)

標準EDIの コス ト D(個 別企業投資分) 十 B(業 界団体等の開発負担分)

図48に 含 まれ な い コス トに、 メ ッセ ー ジ変更 に伴 う運用 コス トがあ る。 この部分

も今 回の試算範 囲 に入れ な いが、や は り、 プラ イベ ー トフォーマ ッ トの運用 と標準

メ ッセージの運用 で は、全体 として後者の方が コス トが小 さい。

(2)試算方法 と試算結果

ここでは、異 な った標 準 シン タックスルール間は 「間接変換」溢 によ り接続す る こ

とを前提 と して、試算 を行 う。表4-2は 、試算の モデル、使用 データ、 試算結果 を整

理 した もの であ る。

本試算 で最 も重要 な の は、 プ ライベ ー トフォーマ ッ トを利用 したEDIと 標準EDIと

で、1接 続 当 りのEDI部 分 の 接続 に要す る コス トの差 が どの程度 か、 とい う点 で ある。

計算結果 で明 らか になる よ うに、 この値の比が、 その まま標準EDIに よる導入 コス ト

削減効 果の比率 を決 める こ とになる。

今 回 は、現場 の技術 者 の ヒア リングな どを も とに、平 均 的 と思 われ る数字 を用 い

た。結 論 か ら言 えば、標準EDIを 導入 す る ことに よ り、1接 続 あ た り500万 円が100万

円に コス ト圧 縮 され る とい うもので、4.2.1(3)に お いて もこの値 で試算 を行 ってい る。

この差 は、4.1.2(3)で 指摘 してい る ように、取引 デー タの仕様決定、社 内アプ リケー

tW「EDIと 社 内 アプ リケ ー シ ョンの統合」 とい う観点か ら言 えば
、 このこ とも設計上の重要 な問

題点の一つで あ ろう。 ある汎用的 な標準 メッセ ージの体系が あれば、それ を想 定 して予 め社 内ア

プリケ ーシ ョンに汎用性 を持 たせ る、 とい う設計上 の配慮 を行 うことがで きるか らで ある。

泊間接変換で は
、標 準 メ ッセ ージをユ ーザ アプ リケ ーシ ョンの内部表現 に変換 す るための トラン

ス レータ と変換 テ ーブル を組み合 わせ たコンバ ータによ り変換 を実現す る。
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シ ョン との デー タ交換 シス テム等 の新規 開発 な どによる コス トか ら生 じてい るが、

現 実 にはさ らに この差が大 き くなる可 能性 が ある。

表4-2EDI導 入 コ ス トの マ ク ロ な試 算

計算結
.計算モデ拒

…1果僧 ハ…・

・標準 メ ッセージの 開発 コス ト

51億 円

B= ・標準 シンタックスルールの開発 コス ト

(標準 シンタックスルール数)

X(標 準 シンタ ックスルールの開発 コス ト)

+(標 準 メッセ ージ数)

=3億 円

・標準 シンタ ックスルール対 応 トラ ンスレー タの開発 コス ト 約
B ×(標 準 メッセ ージの 開発 コス ト)

十(標 準 シンタックスル ール数)
=0.2億 円 60億

×(標 準 シンタックス ルール対 応 トランス ・標準 メ ッセージ数

レータ開発 コス ト) =50

・標準 シンタックスルール数

=3

・個 別取引関係数 ～3 ,100、000(取 引関係数)

(内訳)

一(資本金1億円以上の企業の場合)

=約20,000(企 業 別表3よ り)

×5(事 業所数/企 業)

×50(取 引関係数/事 業所)/2

～2
、500,000

C

∈

(個別取 引関係数)
×(プ ライベ ー トフ ォーマ ッ トでEDI接 続 まで

する コス ト)

一(資 本金1千 万 以上 一1億 円未満 の場 合)

=約300,000(企 業、別表3よ り)

×08[EDI普 及率]

約

15.5兆

×1(事 業所数/企 業)

×5(取 引関係数/事 業所)/2

～600
,000

・プライベ ー トフォーマッ トによる1接 続 あた りの開

発 コス ト

=500万 円

・メッセージ選択十変換 テーブル作成十VAN関 連作業

十実験 のコス ト

=100万 円

正
(個別取引関係数)

D
×(メ ッセージ選択

+変 換テーブル作 成の コス ト)

・個別取引関係数(前 掲)

約3兆
+(EDI利 用事業所 数)

X(ト ラ ンス レータ購 入 コス ト)
・EDI利 用 事業所数

～300 .000(上 記計算 より)

・標準 シンタ ックスルール対応 トランスレータの購入 コス ト

=20万 円
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今 回の試 算結 果で重 要な点 は、 プ ライベ ー トフォーマ ッ トに よ るEDIで は、EDI接

続部分 で15兆 近 い 導入 コス トを要す る、 とい うこ とであろ う。 この数 字 は、前 章で

見積 もったEDIの 定 量 的メ リ ッ トと同程度 の ものにな って しま う。 この数字 にアプリ

ケ ーシ ョン部分 の開発 コス トが含 まれ ていない ことを考 える と、 この コス トでEDIを

普及が 困難で あ るこ とは明 らかで あろ う。

業界 レベ ルあ るい は国 レベルで60億 程度 の予算 で標準化 を行 えば、 この 数字が経

済 的に妥 当 な レベル にな る、 とい うのが今 回の試算 の重 要な結論 で ある。

4.3標 準EDIの 拡 張性 か ら見 た メ リ ッ ト

前節 で は、標準EDIを 利 用す る経済 的な メ リ ッ トについ て述べ た。 しか し、EDIの

標準化 を進 め る意義 を、単 純 に経済 性 のみで説 明す るの は不 十分 である。重 要 な点

は、EDI自 体 を社 会 的な イ ンフラと して整備す るためには、その標 準化が不可欠 な こ

とであ る。個 別 の企業 や ビジネスプ ロセスの事 情だけ に合 わせて 構築 され た ネ ッ ト

ワー ク は、新 た な企 業 との 関係作 りや ビジネス プロセス に適合 させ るような拡張性

の点で 問題 が あ る。本節 で は、次 の2つ の拡張 性 に注 目す るこ とに よ り、標 準化が

EDIを 真 の意 味で社会 イ ン フラとす るため に不可欠であ るこ とを示す。

・業務 の拡張性

・取 引の拡張性

4.3.1業 務 の拡 張 性

企 業 間 の情 報 ネ ッ トワーク システム は、 ビジネス プロセス に基づ い て構築 され る。

この ビジネス プ ロセス には、比較 的 単純 な受発 注 プロセスや製 品 の流 れに沿 って生

産/流 通系 にま たが る大規 模 な ビジ ネス プロセ ス もあれ ば、共 同 配送 といっ た物流

の効率 化 を目的 とす る ビジ ネスプ ロ セス もあ る。今 日、 一層 の生 産性 向上 が 求め ら

れて い る一方 で 、効率化 や合理化 の対象 が企 業 内 レベル か ら企業 間 レベルに まで広

が って いる。 そ の結 果、 こ う した企 業 にまたが る ビジネス プロセ スは、 よ り効 率的

[
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な ソリューシ ョンを求めて 見直 され 、必 要 に応 じて修 正 され、業界 の壁 も越 えて拡

大 される こ とになろ う(図4-9)。 この図 に示 され る ように、3つ 以上 の企業 を含 む

ビジネ スプロセ ス を企 業 間情報 ネ ッ トワーク上 に構 築す るため には、2つ の企業 の

みが相 互 に取 り決 めて いる メ ッセー ジで はな く、すべ て の企業が共通 に利用 で きる

標準 メッセージが必 要 となる。

騨

企業

OC)▲ 　

c

濾
o

グ
()

()

一
標準化

夢

企業間にまたがるビジネスプロセス

図4-9標 準EDIと 業務 の拡張性

企 業間で交換 され る標準 メ ッセ ージ も、 ビジネスプロセ ス とともに見直 し、修 正 ・

拡張す る必 要が あるのは当然 であ る。 個別 の産 業分 野 に依 存 しない汎用 的な枠 組は、

こ うした メ ッセージ開発 のための イ ンフラの一 つ と考 えることがで きる。

汎用 的な枠 組 が存在 すれ ば、各業 界 が必 要 に応 じて標 準 メッセ ージ を開発 す る こ

とが で き、 さ らに、 それ らの標 準 メ ッセ ージ を当該業界 に留 ま らず業界横 断 的 に利

用 で きる ように 国 レベルで標準 メ ッ セージ ライ ブラリや業界共通標準 メ ッセ ージ を

整備す る ことも可 能であろ う。 これ らも、 同様 にメ ッセ ージ開発 のための イ ンフラ

の一つ とな り、 メ ッセー ジの高度化 や ビジネス プロセス の高度化 に も貢献す る と思

われる。
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JCAや 全 銀手 順 は 、想 定 される業務 とメ ッセー ジが完 全 には独 立 して いない ため

に、現 在 の枠 組 の中で新 た な ビジネ ス プロセス を作 り込 むこ とが技術 的 に難 しい。

わが国 にお ける業 界VANの ほ とん どすべ て が、その業界 の ビジネス プロセス に特化

したデ ー タフ ォーマ ッ トに基づ いた形 で ネ ッ トワークが構 築 され てい る。 こ うした

こ とが抱 える問 題 は、物流 関係 の よ うに多 くの 業界 と係 わ り合 い を もつ分野 の情報

化 な どにお いて顕在化 して きてい る。

4.3.2取 引の 拡 張 性

企 業 間の情 報交 換 は、今 後 、業界 や 国の境 を乗 り越 えて幅広 く展 開 される こ とに

なろ う。新 たな 市場の 開拓 は、新 た な受発注 関係 を生 み 出す。物 流 や流通構 造 の合

理化 に よって、 これ まで直 接取引関 係が なかっ た業界 間 の情報交 換 が必 要 とな る可

能性が ある。企 業活動が 否応 な しに グローバ ル化 す る中 で、国際 的な企業 間 の情報

交換 も一般化 している。 こ う した新 たな企業 間 の情報交 換 のチ ャ ンネルが、必 要な

時点 で容易 に作 れ るこ とが、 イ ンフラと してのEDIに とって重要 な こ とであ る。

こう した新 たなEDIに よる取引 関係 は、同一の ビジネス プ ロ トコル を利用 してい る

か、お 互い に利 用 してい る ビジネス プロ トコル が コンバ ージ ョン可能 な企 業 同士の

場合 に始 め て、 容易 に構 築 す る こ とがで きる。標 準 的な ビジネス プロ トコル を利 用

す るこ との最大 の メリ ッ トも、 この新 たな取 引 関係 に対 す る潜在 性 にある と言 うこ

とがで きる。逆 に、 ビジネス プロ トコルの標準化 が進 んでい る米 国で は、標準EDIを

利用 してい る こ とが、取 引の必 要条件 になっている場合 もあ る。

産業 の情報化 が進め ば、例 えば二 つの業界 が 個別の ビジネス プ ロセスに基 づ いて

構 築 して いる情 報 ネ ッ トワ ークを統 合す る ことに よって、組み合 わせ 的に取 引関係

を拡 大 す る ような こ とも可 能 とな ろ う。 この場 合 も、 それぞれ に 同一 のシ ン タック

スル ールの上 で メ ッセージ を開発 しているな らば、それ らの メ ッセージ を統 合す る

こ とで、情報 ネ ッ トワー クを無理な く統合す る ことが可能 となる(図4-10)。
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騨
畷

標準シンタックスルールが異なる

場合にはコンバータにより接続

図4-10標 準EDIと 取 引の拡張性

4.4ま と め

本章で は、経済性 と拡張性 の側面 か ら、標準EDIの メリ ッ トにつ いて述べ た。新 た

にEDIを 導入す る企業 につい て言 えば、EDI導 入の ための初期投資 のみ を考 えて も、

標準EDIを 選択す るメ リッ トは明 白であろ う。 一方、すで にプライベ ー トフォーマ ッ

トに よるEDIを 開始 し、それ に合 わせ て社 内システ ム を構 築 してい る企 業の立場 に立

つ と、標準EDIを 受入難 い とい う場合が ある。前述 した よ うに、我 が 国で は幾つ かの

中核 的 な産業分 野 において情報化 が 先行 してい た こ とで 、逆 にプ ライベ ー トフォー

マ ッ トに よるEDIを 稼働 させ てい る企業が多 く存在 す る。 しか し、 そ うした企業 につ

いて も、以下 の観 点か ら自社 シス テム の変 更 ・切換時 に標準EDIへ の切 り替 え を真剣

に検討すべ きであ る。

・EDIの 効果 を十分 引 き出すた めには、EDI化 率 を100%に 近付 ける必要 がある。

4.2.1で 示 した よう に、当該 企 業が 取引す る企 業の ほ とん ど全体 とEDI取 引 を行 う

ことで始 めてEDIの 真 の効 果が現 れる ものであ り、 自社 フォーマ ッ トの利用 要請が難

しい企業、情報化 自体 が進んで いない 中小企 業の取引先 ともEDI導 入 を検討す る必 要

が ある。前者 に対 して は相 互 に公平 な 立場か ら標準EDIを 利用す る こと、後者 に対 し

ては標準EDIに よ り初期投資 コス トを削減す る ことが、標準EDIに よって可 能 とな る。
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・産業 の情 報化 が進展 するにつれ て拡張性 に係 わる標準EDIの メ リッ トの重要性 が増

大 する。

レス ・ペ ーパ ーや コス ト削減 とい った経済的 メリ ッ トは、 プ ライベー トフ ォーマ

ッ トに よるEDIで もあ る程 度 は享 受す る こ とは可能 であ る。 しか し、4.3で 述べ た拡

張性 に係 わ るEDIの メ リッ トは、 まさに標準EDIに よって 始 めて もた ら され る もので

あ る。 第2章 で触 れた よう に、今後 、産業社会 全体 で情 報化が進 むに伴 い、 拡張性

に伴 う メ リッ トの重 要性 が増 大す る と予想 され る。すべ ての企業 に とって、企 業間

レベルの生産性 向上 や 国際化 への対応 が重要課題 となって くるか らである。

・EDIを 社 会 イ ンフラ と して定着 させる ことが我 が国 の産業社会 に とって不可避 の課

題 で ある。

ビジ ネスの た めのイ ン フ ラは、最 終 的にはす べ ての企 業 に利益 を もた らす 。イ ン

フラ と してのEDIが 、 欧米 と比較 して立 ち遅れが 目立 ってい る我が 国では、EDIの 標

準化 に対す る各企業の理 解 と努力 が求 め られている。
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第5章EDl普 及 の課題

本 章で は、本 報告の ま とめ と してEDIを 新 た な産業社会 の社 会イ ンフラ と して普及

す る上で、考慮 すべ き課題 を整理す る。

5.1普 及 イメージ と考慮 すべ き課題

(1)普及の 目標

EDIの メ リッ トを享受す るため には、広 範 な業務、取引 関係 においてEDIが 活用 さ

れ る ことが必要で ある。 この ようにEDIが 企 業 間の取引 の情 報イ ンフラとなる ため に

考慮 すべ き点 を以下 に整理 す る。

・業種 、業界の網羅性

あ る業界 にお いてEDIが 進 まない こ とは、 当該業界 と取 引の あ る業界 の メリッ トを

減ず る こととな り、 その結 果 と して 産業社 会全 体 の効率 化 を妨 げ る。 したが って、

全産業 にお いてEDIを 普及 させ る こ とを目標 とす る必 要があ る。

・企業規模の網羅性

第4章 で言及 した よ うにEDIの 効 果 を十分 引 き出す ため には、EDI化 率 を100%に 近

付 け る必 要が あ る。 その ためには、大 企業 に とどま らず 中小 企業 まで もEDI普 及の視

野 に入 れる ことが不可 欠で ある。

・業 際化 、国際化 への発 展

第2章 で指摘 した社 会背 景 を勘 案 す る と、業 際取 引及 び国際取 引 に関 して も、業

界 内取 引同様 にEDIが 広 く利 用 され る ことを 目指 す必 要が ある。

・可能 な限 り少 ない標 準 に基 づ くこと

既 に述べ た ように、EDIを 広 く普及 させ るため には、標準 の導 入が不可欠 であ る。

特 に、業界 間 にEDIを 浸透 させ るため には、汎用 的な シ ン タ ックスルール に基づ く標

準EDIの 採用 が不 可欠で あ るこ とは、第4章 で指摘 した とお りであ る。 このため には、
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実 際 の 運 用 面 に 配慮 しな が ら も国 内 取 引 に関 して はCII、 国 際取 引 に 関 して は

EDIFAcrと い うように、可 能な限 り少 ない標準 を採用 す るこ とが望 ま しい。

(2)EDIの 普及の ステ ップ

国内取引 に関 して、EDIが 普及 す るプロセスは、概 ね図5-1の ようにモデル化 され る

と思 われ る。

ステ。力 ⑤

⇔o

図5-1我 が国 にお けるEDI普 及のモデル
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・ステ ップ1業 界 をベ ース と した普及

EDIが 企業 間の商取引 である こ とか ら、基本 的 には業界 を一つの単位 として普及す

る と予想 され る。EDIの 活用 を前 提 と した業界 とは、取引 関係 によるネッ トワークに

含 まれ る構成 メ ンバ ーの全 て を指す もの と考 え るべ きで あ る。例 えば、鉄鋼 の取引

にお いては、高炉 メーカ と直接取 引が ある商社 な ども、鉄鋼EDIの 業界 の メンバ ー と

なる。

既 にEIAJは 標準 的 なEDIの 実用化 を開始 し、石油化 学、建設 、電線 、鉄鋼 な どの業

界 が続いてい る。 これ らの よ うに核 となる業界 を先頭 に、業界 を単位 としたEDI普 及

が進 んで ゆ くもの と予想 され る。

・ステ ップ2業 際への発展

業界標準 を もちEDIの 普及 率が高 い流 通業界 や、業界標準 が存在 しない ものの企 業

間の オ ンライ ン化 は進展 して いる物 流業界 な どが、近い 将来 に汎 用 のシ ンタ ックス

ル ール に基 づ く標準EDIに 徐 々 に移行 してい くと予想 され る。 さらに、全産業 と取引

関係 を もち、業界 内部で は大規 模 な 企業間 ネ ッ トワーク を構築 している金融 業界 に

ついて もEDIと の結合 を進め、 「情 報の流 れ」 を介 して 「もの の流 れ」 と 「資金の流

れ(資 金流)」 が さ らに融合 され る過程 におい て、標準 化(汎 用 化)が 進 む と期待

され る。

・ステ ップ3メ ッシュ状 のEDIネ ッ トワークの形成

汎用 的及 び標準 的なEDIの 導入 に よ り、EIAJな どの業界 毎のEDIと 、物流 、南流、

金流 な どの業 際EDIが 相 互作 用 し、 それぞれ のEDI普 及 に拍 車が かか る と予 想 され る。

この段 階 で、業界 を越 えたEDIが 形成 され る。すなわ ち、EDIに よ り取 引デー タが、

複数 の業界 を越 えて交換 され、EDI利 用 が もた らす メリ ッ トも飛躍 的 に増 大す る。

・ステ ップ4全 産業 への拡大

以 上の ような動 きに刺激 されて、 またEDI利 用の環境が整備 され るこ とによ り、 普

及が遅 れていた業界 において もEDIが 進 んで い くと予想 され る。

業界 ご とのEDIの 普及 とは異 な った軸 として、企 業規模 でみたEDIの 普及の軸 を考

える ことが重要 であ る。基本 的 には、 大企 業 か ら中小企 業へ の方 向でEDIの 普及が進

一58一



展 す る と予想 され る。既 に述べ た ように、EDIの 効果が発 揮 され るためには、中小企

業がEDIに よる企業 間情報 ネ ッ トワークに組 み込 まれ るこ とが不可欠 であ り、企業規

模 の軸 か ら見 た進展状 況 に も注 意 を払 う必要が ある。

第4章 にお いて指摘 している よ うに、 中小企 業がEDIを 活用 で きる ようにす るため

には、EDI自 体 が社会 的 なイ ンフラ と して定着 してい るこ とが必要であ る。 中小 企業

が適宜 取 引先 と廉 価 にオ ン ライ ン通 信が行 える ような通信 インフ ラの整備 、 中小企

業が大 企業 と同 一 ルールで 情報交換 を行 えるよ うにす るための標 準化 、そ して標準

化 を踏 まえた安価 なEDIパ ッケ ージの整備な どが、社会 イ ンフ ラ整備の重要項 目 とな

る。

5.2EDI普 及の現状 と課題

(1)現状 の問題

現状 のEDIの 普及状 況 は、 「ス テ ップ1」 の段 階であ り、早期 に 「ス テ ップ2」 以 降

の段 階へ進 む ことが必 要 であ るが、第1章 で指摘 している ように、EDI利 用 の基盤 と

なる トランス レー タの開発 、C皿－EDIサー ビスな どの整備 自体 はかな り進 んでいる。

しか し、EIAJの よう に特定業 界 を除 くと、環境整備 の進展 度 に対 して実 質 的な進

展 が遅 れてい るのが実 情で ある。 こ うした背景 には以下 にあげる要 因があ る と思 わ

れ る。

・経 営者層 の理解 の問題

EDIは 、全社 の ビジネス プロセス を大 き く変 える可能性 を もつ。そのため導 入 にあ

たって は第3章 で指摘 して い る よう に全社 的な推 進体制 を組織 す る必 要があ るため

に、経 営者層 の トップダ ウン的な指 導力 が不可欠 である。現状 ではEDIに 対す る理解

が この経 営者層 におい て不 十分 であ ると思 われる。

・EDI自 体 に対 す る理解 の不足

しば しば既存 の オ ンライ ンによる コ ンピュータ間通信 とEDIが 混 同 され る ように、
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特 にEDIに お ける標準化 の重要性 とメリ ッ トに対す る理解 が浸 透 していない と思 われ

る。
～、

・中小企業 にお ける情報化

中小企業 にお いては、業務の情報化 自体 が立 ち遅 れてい るこ とがEDI普 及 の阻害要

因 とな っている場合が あ る。我が 国 の 中小企 業 には、情 報化 に積極 的な企 業 と消極

的な企業 に二極化 してい る ような傾 向 が見 られる。 しか し、 ここで はEDIの 導入が情

報化 に消極 的な 中小企業 の 情報化 を逆 に進 める トリガ ー となる可 能性があ る こ とも

指摘 してお く。

・情 報化投資 の冷 え込み

第4章 に述べ た ように、今後 の普及 が期待 され る標準EDIは 、従来の プライベ ー ト

フ ォーマ ッ トによるEDIと 比較 して導入 コス トが大幅 に低減 され るが、それで もなお、

導入の ため に最低 限の開発 コス トを確保 す る こ とは不可 欠 である。一方、近 年の景

気 後退 や我 が国企 業の情報 化が 一区 切 りを迎 えた こ とで 、情報化 投資の見直 しが な

され てい る。 したが って、企業 間 ネ ッ トワー クの重要性 やEDIの 効果が適切 に評価 さ

れなけれ ば、EDIの 導入機 運 が高 ま りに くい状 況 にあ る と言 える。

(2)早期の普及促進の必要性

我が 国にお ける標準EDIの 普及 は、第1章 で も指摘 した ように必 ず しも順調 とは言

い難iい。EDIが 、我が 国の産業社 会 において企業 間情報 ネ ッ トワークを構 築す るため

の情 報イ ンフラ となるため には、 ここ数年 間の 中でEDI普 及 の きっかけをつかめ ない

と、大 きな抑制 要因 ともな りかねない 。 さ らに、標準EDIの 普及が遅れ るこ とは、 プ

ライベー トフォーマ ッ トの乱立 を助 長 し、標準EDI普 及へ の障壁 を高 める ことも念頭

にお くべ きであろ う。

5.3EDIの 普 及 推 進 策 に つ い て

EDI普 及推進 のための活動 を効 果 的に進 め るため には、個別企 業 ・業界 の情報 ・ノ

ウハ ウな どを把 握 し、 これ らを踏 ま えて問題 点 に適切 に対処 で き る トップダ ウンな
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推進体制 を作 る ことが重 要 と思 われ る。 これ は、(財)日 本 情報処理 開発協 会1産業

情報化推 進 セ ン ター(JIPDEC/Cll)、EDI推 進協議 会(JEDIC)、(財)日 本貿易 関

係 手 続簡易化 協 会(JASTPRO)、 流 通 シス テム開発 セ ンタ=な どのEDI推 進 機 関の

役 割が 一層 重 要 になる こと を意味す る。 とりわ け、業際化 あるい は国際化 に 向けた

推 進活動で は、EDI推 進協議 会の指導性が重要 になる。

そ こで国の役 割 を含 め てEDI普 及 の ための推 進策 を整 理す る と、 図5-2の ようにな

ろう。

ヨ
1

規制緩和による情報化促鞠

EDI普 及促進策 国
商慣行の簡素化 ‖

1

ヨ

寸

1

行政の情報化とEDlの活用 ‖

通信インフラ整備1

一 業界横断的

推進団体
普及 ・啓蒙1

1

寸

ヨ

」

→

標準シンタックスルール

標準メッセージライブラリ

業界共通標準メッセージ

調査研究1

各種標準化作業 『_

中小企業向け施策 ‖

国際調整 ‖

一
個別業界

団体
業界向けのPR'啓 捌 週

1寸EDI推 進母体設立支援

一 メ・セージ開発'選 定支援1

`

I

I

l

寸 類 化肝 支援

」 融 化環鰹 備支援

一 推進母体運営等マニュアル

整備

図5-2EDl普 及 に向 けた推進策

上記 のテ ーマ におい て、 国 による通信 イ ンフ ラ整備 、 業界横 断 的な各種標 準化作
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業、個別 業界 団体 に よる情報化環境 整備 支援 な どは、EDIを 社会 的なイン フラと して

い くための重要 な推進策 として位置 づ け られ る必 要が あろ う。

5.4全 産業に向 けた活動

(1)PR・ 啓 蒙

既 に述べ た ように、EDIの 早期普 及 を図 るための最重要課題 は、個 々の企業 の経営

者層 に、EDIの 概 念、企業 に もた らす効果な どにつ いて十分 な理解 を得 る ことである。

この ような、経営者層へ の働 きかけ に関 して は、JEDICを 始 め とす るEDIの 全産業 レ

ベ ルの推進 団体(機 関)の 活動が 重要 であ る。 また、EDIの 先進企業、業界 さ らには

EDI普 及 に貢献 した個 人に対 して表彰制度 を設 け ることも一つ の方策 であろ う。 さら

に、 その発 表の場、審査 の プロセス を通 じて、 ノウハ ウが蓄積 され、EDIの 啓 蒙だけ

ではな く、個 々 の企業、業 界へ の指 導の ツール として も活用 され るこ とが期 待 され

る。

(2)EDlに 関す る調 査研 究

個 々の企業 の経 営者層 、部 門の トップにEDIの 必 要性 、 メリ ッ トを訴 えてい くため

には、本書 に示 した ような 、わが 国全体 のマ ク ロ的な視 点 だけで はな く、個 々の業

界 、企 業 の事例 についての成功事 例 も材料 に してい くこ とが必要 で ある。米 国の場

合 、一企業 や業界 のEDI導 入効果 に関 して、多 角 的 ・定量 的に分析 された結果が報告

されてお り、他企 業、業界へのPR・ 啓蒙 のための有力 な資料 となっている。

一方
、我 が国の場合 にはこの ような分析 結果 の蓄積が十分 ではな く、EDIの 効 果を

定量的か つ具体 的 に説明で きな い状況 にあ る。今後 は、rm)ICな どがEDIの 導入効 果

な どについて様 々 な調査研 究 を行 い、PR・ 啓 蒙活動 の材料 あ るいはEDI推 進 の際の

マ ニュアル として活用す る ことが必 要で ある。

この他 、全 産業のEDIを 推進す るためには、EDIに 関す る幅広 い情報(業 種別の オ

ンライン化 率、EDI導 入率 な ど)を 収集 ・整 備す るこ とも必 要であ ろ う。

一62一



5.5個 別業界 にお けるEDI普 及 への支 援

(1)業界内 の普 及 プロセス

個 々の業界 にお ける、H)1普 及 を別 の視点 か ら捉 えたのが 図5-3で あ る。

業界内EDl

化率
'

1実 用化1

1成 熟

…

1標 準 ・・セージ検討1
`

lPR・ 推進母体設立1

時間

図5-3業 界 内 にお けるEDI普 及 モデル

最初 の フェーズは、PR活 動 が 中心 とな り、第2フ ェーズ にお いて標準 メ ッセージ

の検 討 が行 われ る。個 々の 企業 が実 用化 への取 り組み に入 るの は第3フ ェーズ であ

る。第4フ ェーズでは、 その業界 でEDIが 日常的 に流通 、運輸 、金融 といった形態で

利用 され る フェーズであ る。

個別 の業界 でEDI普 及 を促 進 させ るため重要な ことは、 最初 の2つ の フェーズの期

間 を短縮 させ、早期 に個別 企業 の実用化 に進める ことであ る。 この ために、JEI)ICを

始 め とす るEDI推 進 の機 関 は、適切 な支援 を行 う必要が ある。

(2)推進母体の確立への支援

これ まで の事例 を見 る と、 業界毎 にEDIを 推 進す る母体 の 活動 内容が 、業界 内の

EDI推 進 に相 当 な影響 を及 ぼす。 こう した実行力の ある推進母体 を業界 内に設立す る
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ため に、 まず業界企業 に対 してPR・ 啓蒙 活動 を徹 底 し、 で きる限 り多 くの企 業 の支

持 を得 たEDI推 進母体 の設立が望 まれ る。

また個 々の業界 を見 る と、EDIや 情 報化 に強 く、予算や適切 な人材 を有す る業界 が

比較 的限 られる ことが指摘 で きる。EDIの 各種推 進機 関が全ての業界 を全面 的 に支援

す る ことも事実上不可 能であ る ことを考慮す れば、業界 のEDI推 進母体 を対象 とした

活動 ・運用 のための マニ ュアル を整備 す ること も有効 な支援手段 となる。

(3)メ ッセージの選択(開 発 など)へ の支援

ビジネスプロ トコルの うち メ ッセ ージの選択 は、EDI普 及の最初の問題 とな る。全

ての業界 が、 メ ッセージ を開発 す る必 要性 の是 非 は別 と して も、 個々の業界 にお い

て、業界 内の取 引 に利用 す るメ ッセ ージの整備 方法(新 規 開発 または既存 の メ ッセ

ー ジの流用/一 部修正)に つ いて決定 す る必 要が ある。

これ までの事 例 において も、 メ ッセージの開発 に手 間取 り、実 用化のステ ップに

踏み込 めない事 例が しば しばが見 られ る。 メ ッ セージ開発 に要す る期 間の短 縮 ・効

率化 が 重要なテ ーマ とな って いるので あ る。幸 いEIAJを 始 め と して、 い くつ かの業

界 で標 準 メッセ ージが開発 され てい る。 この成 果及 び開発経 緯 をマニュアル化 し、

標準 メ ッセージ選択 ・開発 の方法論 を体系化 して提供す る こ とも重要で あろ う。場

合 に よっては、 メ ッセ ージ選択 の部分 の フェー ズ を直 接支援 し、作業 を早期 に完 了

させ るこ とも必 要であ ろ う。

なお、業界横 断的なEDIの 普及 ・促進のため には、個別業界 が全 く固有 の業界標準

を安易 に開発 ・登録 す る こ とは控 えるべ きであ る こと も強 調 してお く必 要があ ろう。

CII標 準 が国内標準 と して認 め られつつあ る現状 を踏 まえて、各業界 は業界標準 をCII

標準 のサ ブセ ッ トと して位置づ け 、可能であれ ばCII標 準 をベ ース とした業界横 断的

な共通標準 メッセー ジの 開発 にも積極 的に取 り組 む こ とが望 まれ る。

(4)実用化の早期立 ち上げ支援

メ ッセージの 選択 が終 了す る と、 実用化 の フ ェーズ に移行す る。 ここで は、短期
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間に導入企業の増加 と業界内の実用化気運の高揚が重要である。

個 々の企業 に とって、EDIの 実用化 に踏み切 るこ とは、 ビジネス プロセス を変 更 し

新 たな設備投資 も必 要 とな るために 、難 しい意 思決定 の 問題 とな る。 この ため メ ッ

セージの 開発が 実用化 に直 結 しない ケースが しば しば見 られ る。 当該業界 の 主要 な

企業 の参加 を求 めた り、経 営者層 な どへ の アピ ール とい った トップダ ウンな活動が

重 要であろ う。

EDIに 始 めて取 り組む業界 、企 業のため に、導入準備 、導入、運用 、改善 といった

EDI導 入 の ライ フサ イクル全般 を対象 とした運営マ ニュアルが整 備 され ることも必 要

となろ う。

視 点 は異な るが、米 国の ようにEDI導 入 に関わる コンサ ルテ ィングや研修/教 育サ

ー ビス を提供 す る ビジネス が我が 国 にお いて も立 ち上が るこ とが 、短期 的お よび長

期的 に見て望 ま しい こ とも指摘 してお く。

5.6中 小企業 への普 及推 進

EDIの メ リッ トを十分 に引 き出すため には、EDIが 中小企 業 まで普及す る ことが不

可欠 である。 問題 は、 中小企 業 の場合 には社 内の情 報化 、OA化 が十分進 んでいない

企業が 多 い こ とであ る。 一般 に、 中小企 業 は、 情報化 に対 して積 極 的な層 とかな り

立 ち遅 れてい る層 に二分 極 化 してい る、 とい う ことも言 われる。 この ように情報化

が進展 していな い企 業 に つ いて は、情報化 ・OA化 自体 がEDI導 入 の前提 とな る。初

期投資 の負担 を勘案す れ ば、質が高 く、低廉 なEDIパ ッケージの提供 が不可欠 であ る。

幸 い、廉価 かつ 高機 能 なパ ソコンが 急速 に普及 して きてお りハ ー ドウェア面 で は環

境 が整備 されて きている。

情報化 とEDI化 を同時 に到達すべ き目標 とす る こ とも考 えられ る。そのため には、

業務 アプリケ ーシ ョンへ のEDI環 境 の埋 め込 み を積極 的 に支援 す るサ ービスの強化 、

業務 ア プリケ ー シ ョン と トラ ンス レー タ間のイ ンタフェー スの標準 化 による移 植 性、

な どが技術 的課題 と して重要 になろ う。EDI推 進 の諸機 関 は、 これ らの業務 アプ リ
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ケーシ ョン開発 ベ ンダーに対 してEDIに 関す る情報 を提供す る と同時 に、逆 に流通 ソ

フ トの情報 を収 集 し、広 く中小企 業等 に提供 する役割 を担 うこと も有効 であろ う。

5.7基 盤整備等の諸課題

(1)標準化 の推進

標準EDIを 普及 させ てい くためには、全 産業 に わた る標準化 や調整 作業が重要であ

る。 当面 は、標準 メ ッセ ージな どに関す る業界 間の調整 を行 うこ とな どが あげ られ

るが、 さらに、 運用 ル ール 等の よ り上位 レベル の情報交 換 の取 り決め につい て も、

標準化作業 が進展 す る もの と考 え られ る。 この調 整作業 は、 まさにEDI推 進諸機 関の

重 要な機 能であ ろう。

(2)情報化 の推進

EDIの 推進 に際 して は、その基 盤 となる情報化 環境の整備 も重 要であ る。JANコ ー

ドの例 にみ られ るように、 コー ドの標 準化 はEDIの 実用化 に重 要なイ ンパ ク トを与 え

た。 また、将来 のEDI普 及 のた め に、社内 シ ステムの整備 が不可 欠であ るが、EDI普

及 を見越 したシステム整 備のガイ ドライ ンを提示す る ことも有効 と考 え られ る。

(3)制度面

既存 の法 制度 は書面主義 が基礎 となってい る場合が多 く、電子 取 引 との不 整合が

多 く見 られ る。 法改正が必要 な もの に関 しては、ユ ーザの総意 と してEDI推 進機関

が関係 各 方面 に働 きかけて行 く一方 、行 政側 にお いて も適切 な規 制緩和措置 を講 じ

るこ とが期待 され る。

(4)レ ス ・ペ ー パ ー

レス ・ペ ーパ ーが実現 すれ ばEDI普 及の インセ ンテ ィブは一層 高 まる と予想 され る。

会計記 録 の原本 保存 の問題 は、商法 などの法制 度 による ところが 大 きい。 この問題
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に関 して も、早 期 に法 制度が改正 される ことが望 まれる。

5.8国 レベ ル の 取 り組 み に つ い て

第一 に、これ までに述べ てきた種 々の課題へ の支援 を指摘することができる。基

本的に情報化事業全般 は民 間主導で進め られるべ き性質の ものであるが、標準化、

国際的な調整、 中小企業へ の支援の ように国全体 で取 り組むべき課題 を中心 に、必

要に応 じて行政が適切 な対策 を講 じることは重要である。

第二 に、情 報 通信 ネ ッ トワークの 整備、電子 認 証等 に関わ る規 制緩和 、流 通構 造

の簡素 化 の よう に、社会 的 、法 的な基盤整備 に 向 けて適 切 な措 置 を講 じるこ とが求

め られ る。

第三 に、行政 自体 の情 報化 とEDIの 積極 的導入 を指摘 してお く。行政、 公共 、教育 、

医療 といった分 野は我が 国 において も特 に情報 化 が遅れ ている分 野 となって い る。

今後 、情報化 を推 進す るばか りで な く、適宜、情報化 に係 わる施策の 中にEDIを テー

マ に含 め、EDIの 普及 お よび標準化 の推進 に貢献す る こ とが望 まれ る。 ここでは、米

国の連 邦機 関が 、積極 的に政府調 達 におけ るEDIの 利用 と標準 の活用 を推進 している

ことが参考 となる。

EDIは 、一般 的には組織 間情報 ネ ッ トワー ク をサポー トす る ものであ るため、広 範

な事業 分野 や行 政分野 と関 わ り合 い を有す る。 適宜 関係 機 関が連 携 を とり適 切 な行

政措 置が講 じられ る ことが、健 全 なEDIの 普及 に とって重 要な ことであろ う。

5.9EDlの 影 の 部 分 へ の対 応

EDIが 実用 化 されれば、コス ト削減の効 果 が期待 され るが、 その一 方 にお いて、例

えば極 端 な単品小 口化 な どが進 む可 能性 もある 。 この場 合 、物流 コス トや環 境問題

な どを考慮 す る と トー タル な視点 に おいては必 ず しも最 適 な状 況 を生み 出 している

とは限 らない こ とに注意 してお く必 要 があろ う。 この ことを直接EDIの 問題 とす るの
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は適切 ではないが、EDIが 技術 的あ るい は社 会 的シーズ となっ て始 めて実現 される ビ

ジ ネスプロセス は、それ 自体 適切 に評価 されなければな らない こ とを示唆 してい る。

今 後、EDIの 普及 は雇用 ・労働 環境 に も多大 なイ ンパ ク トを有 す ることは第2章

や第3章 におい て言及 した。長期 的 に見 れば、生産性 向上の観 点か ら明 らかなEDIの

メ リッ トで あっ て も、短期 的には労働 市場が こ う した雇 用 ・労働 環境 に適応 しなけ

れ ばな らな い、 とい う新 たな課題 が生 じる。

以上の ようにEDIは 、企業 あ るい は産業全体 の構 造変化 を引 き起 こすため に、時 と

してその構 造変 化 の内容 そ の もの に 問題が あ った り、変 化の適応 過程 で一定 の配慮

が必 要 となる こ とを想定 しておか なければな らない。
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第6章 ま とめ

6.1社 会 的 イ ン フ ラ と して のEDIの 普 及 に 向 けて

第5章 までの議 論で は、我 が国の 産業社会の 将来 を展 望 した時 に、各企業 あるい

は産業社 会全体 が取 り組 むべ き課 題 を示 し、 そ こでEDIに 対 す るニーズが どの ように

して生 じてい るか を示 した。特 に、具 体 的にEDIを 導入す るこ とが企業 あるいは 日本

全体 の 経済 に どの ようなメ リッ トを もた らし得 るかを、定 量 的効 果 と定性 的効果 に

分 けて議論 した。一方、EDIの 要件 で ある標準化 について課題 を残 している我が 国の

現状 を踏 まえて、EDIが 真 の意味で その効果 を発揮す るため には、情報交換 に関す る

取 り決 め、 と りわけ ビジネ ス プロ トコルを業界 共通 に標 準化 す る必 要が ある ことを

指摘 した。

ここで は最後 に、EDIが 社 会的な イン フラ と してその重要性 が今後 ます ます増大 し

てい くこ とを、改め て強調 す る。第2章 で見 た ようにEDIに 対 す るニーズ は、基本的

には産 業社 会 の変化 にあわせ て企業 や産業相互 の関係 を新 た に作 り出 した り、合理

化 す る こ との 中 で生 まれて いる。そ こで構 築 さ れる企 業 間あ るい は産業 間の情報 ネ

ッ トワ ークは、 産業社 会 の ダイナ ミ ックな変化 に適応 可 能な もの でなければ な らな

い。EDIは 、 そ う した柔軟 な情 報 ネ ッ トワーク を構築す るため に必要 な要素 を有 して

い る点 で、紛 れ もな く重 要 な社会 イ ンフラで あ る。そ して、 ここでは 「標準 化」が

本 質的 な意味 を もつ こ とは第4章 で 述べ た通 りである。今 日、我 が 国にお い て も特

定業界 に依 存 しないCH標 準 に よるオー プンなEDIの 環境 が整備 されつつ あ る。 この

標準 を我 が 国の統 一標準 として各 業界 及 び企業が利 用 してい くこ とは、EDIを 社会 イ

ンフラ として整 備 し、 その上 で新 た な企 業 間情 報 ネ ッ トワークを構築す るた めの重

要な布 石 となる。

6.2さ らに新 た な情 報 ネ ッ トワー クの構築 に向 けて

本報 告 書で は 、主 に業務 分野 を中 心 とした企 業 間の情 報 ネ ッ トワークを念 頭 にお

いてEDIの 議 論 を行 って きたが、情 報 ネ ッ トワ ークによる情 報交 換 とその応用 という

観 点で 言 えば、 ここで議論 した範 囲 のみ に とらわれ る必 要はな い。情報交換 を行 う
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組織、 情報交換 の形態 、交 換す る情 報について 、 よ り広 い枠 組 を考 える ことが、 よ

り高度 な産業活動 や社 会活動 を支援す る上で必 要で あろ う。

例 え ば、情報 交換 を行 う組織 として行政機 関 が どの よ うに国家 レベルの情 報 ネ ッ

トワー クに参画 してい くか につ いて も新 たな議 論 が必要 で あろ う。 また、米 国です

でに進行 してい る ように、 図面 情報 や画像情 報 につ いて もネ ッ トワーク上で 情報交

換 を行 うこ とに よ り、 ビジ ネス分 野 とエ ンジニ アリング分 野 との 間で よ り高 度 な連

携 を促進す る ことも、EDIを 拡張 した新 たな情報 ネ ッ トワークの 可能性の一つ と考 え

る ことがで きる。
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資料編

ここでは、本 文 中の議論 の根 拠 となるデータ や本文 を補 う資料 をまとめて掲 載す

る。

第3章 「EDIの イ ンパ ク ト」 への補足

・(本 文22ペ ー ジ)

EDIの 潜在 的なユ ーザ が 多 い と思 わ れる業界 につ いて、1992年9月 時点 の在庫 量 を

大蔵省財政金融統計 月報 か ら整理 した。 これに よ り、本文 ではEDIに よる削減対象 と

な り得 る総在庫量 を109兆 円 としている。

別表1我 が国 にお ける在庫量

(単位:百 万円)

製品 ・商品 仕掛品 原材料 ・貯蔵品 総計

建設業 7,944,986 27,633,554 639,664 36.218204

製造業 18,011,028 14,692,915 9,704,184 42,408,127

卸売 ・小売業 26,306,126 795,152 670,455 27,771,733

運輸 ・通信業 1β33,240 492,418 349,151 2,174,809

電 気 ・ガ ス ・水 道 業 316,821 2,681 70,668 390,170

合計 53,912,201 43,616,720 11,434,122 108,963,043

出典:大 蔵省 財政金融統計月報1992.9
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・(本 文22ペ ージ)

日本 資材管理 協会が1992年 に製 造業の資 材 部 門に対 して実施 した アンケ ー ト調査

か ら、平均在庫金額 に対す る在 庫 管理費用の割合 が約29%で あ るこ とが分 かる。

個別生産タイプ

装置産業タイプ

量産生産タイプ

断続生産タイプ

全体平均

1020

在庫管理費用率

3040
在庫管理費用

出典:日本資材管理協会 購買外注管理の実体調査結果と今後の効率化

別図1製 造業 にお ける生産 タイ プ別の在庫管理 費用率

・(本 文23ペ ージ)

や は り日本 資材 管理協 会が1992年 に製造業 の資材部 門 に対 して実施 したアンケ ー

ト調査 か ら引用。

別表2生 産 タイプ別の在庫管理費用の内訳

(単位:千 円)

人件費 設備費 保険量 運賃 陳腐化費 金利 経費 賃貸料 合計 デー タ数

個別生産タイプ 56,671 18,645 705 18,330 15,170 43,233 6,430 769 156,953 6

装置産業タイプ 101,234 29,480 855 12,579 16,924 108,752 10,545 3,441 283,810 12

量産生産タイプ 69,165 13,778 3,844 11,209 12,067 61,204 11,009 4,904 187,180 17

断続生産タイプ 61,752 32381 1,509 7,394 7,264 59,990 25,360 2,027 197,677 14

全体平均 71,456 23,571 1,728 12,378 12,856 68,295 13,336 2,785 206,405 49

構成比率 34.6 11.4 0.8 6.0 33.1 33.1 6.5 1.3 100.0

出典:日 本資材管理協会 購買外注管理の実体調査結果と今後の効率化
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・(本 文51ペ ー ジ)

我が 国にお け るEDI取 引関係 数 を推計 す るため に、下表 の企業数 を用 いた。

別表3わ が国の業界別資本金別企業数

10億 以上 1億以上一10億未満 3手万以上一1億未満 1千万以上く3希万未満 1千万未満

建設業 251 1416 13006 55162 181066

製造業 1697 5095 21027 56881 252878

電気 ・ガス事業 64 100 93 45 50

卸売業 546 4078 17542 54130 142639

小売業 263 1565 7630 35215 246726

サービス業 540 3650 10487 35321 172806

運輸 ・通信業 296 1293 4734 14352 29455

合計 3657 17197 74519 251106 1025620

1億 円 以 上 合 計20,854 1千 万 以上 一1億 未満 合 計325,625

出典:平 成3年 事業所統計

・(本 文51ペ ー ジ)

我が 国にお けるEDI導 入 コス トを試算 す るために、 ヒアリング調査 を行 い、以下の

バ ックデー タを収集 した。試算 に用 いた数字 も本 データを参考 として いる。

Bの 部分のバ ックデ ータ:

・標 準 メッセー ジの開発 コス ト

(例1)=1680(時 間)×2(追 加作 業分)×3㎜(円/時 間)

=約1億 円(石 化協標準EDIの 場合)

(例2)=200(人)×48(時 間/人)X3㎜(円/時 間)+1.2億 円

=1.48億 円(EIAJの 場合)

・標準 シンタ ックスル ールの開発 コス ト

(例1)=3.6億 円((NIシ ンタ ックッスル ールの場合)

・標準 シンタ ックス対応 トランス レー タの開発 コス ト

(例1)=0.2億 円(大 手 ソフ トウェア メー カの事例)
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Cの 部分のバ ックデー タ

・プライベ ー トフォーマ ッ トに よる1接 続 あ たりの 開発 コス ト

(例1)=数 億 円(T電 機 、数年 のメイ ンテ ナ ンス費用 を含 む、 アプ リケ ーシ ョン部分 の開発 を

完全 に 除去 した数字で はない)

(例2)=数 億 円(S電 工、商社 と自社 間の独 自プロ トコルの場合 、4年 間の潜 在的 コス ト、 開

発費用 を含 む)

(例3)=0.05億 円(PCベ ースで簡 単な受発注 取引 を行 う接続 の事例)

Dの 部分のバ ックデ ータ:

・メ ッセー ジ選 択十変換 テーブル作成 十VAN関 連作 業十実験の コス ト

(例1)=10(日)×5(時 間/日 人)×2(人)×10,000(円/時 間)

=100万 円(一 般的 な導入例)

・個別取 引関係数(表1参 照)

・トランス レータ購入 コス ト

(例1)=20万(円)(Cllト ラ ンス レー タパ ッケージの値 段)

・EDI利 用企 業数(表4 -1参 照)
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EDl関 連用語解説

A/AlAG:AutomotivelndustryActionGroupの 略。米 国の 自動車 メーカ及 びサ プライや数百

社 で構成す る業界 団体。米 国自動車産業 のEDIの 標準化 を推 進 してい る。

ANSlArnericanNationalStandardsInstitute(ア メ リ カ規 格 協 会)の 略 。

ANSIX.12ANSIが 定 めたEDIに 関す るアメリカ国内標準規格。

ATM交 換 システム:AsynchronousTransferMOdeswitchingsystem(非 同期転送 モー ド交換 シ

ステ ム)。B-ISDN等 の光 フ ァイバ ケーブルを用 いた高速伝送 回線 に接 続す る高速な交

換機 シス テム。

B/B-lSDN=広 帯域ISDN。 光 フ ァイバケ ーブルを利用 し、150Mbps(毎 秒1億

5千 万 ビッ ト)ま たは600Mbps(毎 秒6億 ビ ッ ト)の 伝送速度 を備 え、 ビデオ伝送や

高速 ファイル転送 に対応 可能な次 世代 のISDN。

BPBusinessProt㏄01(ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル)の 略 。

C/ CAD=ComputerAidedDesign(コ ンピュー タ支 援設計)の 略。建設 ・機械 ・電気 ・被服 な

ど様 々な分野 の設計お よび製図 の作 業 にコ ンピュータを応用 し、生産性 や品質 を向上 させ る

技術 。なお設計前 段階 における コンピュータによる数値解析や シ ミュ レーシ ョン等 の技術 は

CAE(ComputerAidedEngheering)と 呼 ばれ る。 また、CADデ ー タを もとに、コ ンピュ
ータ制御 の生産 設備機器 のプログ ラム を作成 し

、 これ を生産設備 機器 に転送 して製造工程 の

合 理化 を図る技術 をCAM(ComputerAidedManufacturing)と 呼ぶ。

CALS:ConUnuousAcquisiUonandLifeCycleSupportの 略。米 国 国防総省 が 、標 準化 お よ

び情 報統 合技術 を用いて、装備 品等の設計、 開発、生産、調達、管理お よび後 方支援 といっ

た ライ フサ イクル全般 にかかわ る経 費の削減 、 リー ドタイムの短縮お よび品質 の向上 をはか

る 目的で、1984年 か ら開始 した官民一体 のプロジェク ト。文書の電子化 、官産学共通デ

ー タベ ース、電子ハ イウェイ(大 規模 高速 デ ジタル ネッ トワー ク)に よるデー タ交換等の技

術 要素 を含 み、EDIの 進展 に も大 きな影響 を及 ぼす もの と注 目されてい る。

CCITT:InternationalTelegraphandTelephoneConsultativeCommittee(国 際電信 電話諮 問

委員会)の 略。無線 通信 を除 く国際間の電気通信業務 を円滑 に行 うため に、技術 、料金 、運

用 な どについて研 究 し、意見 ・勧告 す る機 関。国際電気 通信連合(ITU)の 中に設置 され

てい る。

Cll=CenterfortheInf(mmatizationofIndustry(産 業 情 報 化 縫 セ ン タ ー)の 略 称 。(財)

日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)の 付 属 機 関 の1つ 。

Cll-EDlサ ー ビス:VAN事 業者が提供す るサ ー ビスの一つで、CIIシ ンタックス

ルール に従 ったEDIメ ッセージの交換 サ ービス を行 うCII標 準用EDIサ ー ビス。
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Cllシ ンタ ックスルール:CIIが 開発 したシ ンタックスル ール。EIAJシ ンタックス

ルール を、全ての業界 で利用可 能な ように拡張 した もの。

・レングス タグ方式 を採用 した可変 長 フォーマ ッ ト。

・デ ータタグ方式 によ りデー タの並 び順 が可変 。

・メッセ ージ 中の使 用 しないデー タエ レメン トは省略可。

・日本 語が使 え、 日本 の商慣 習に合 致。

な どの特長 を備 えてい る。

Cllト ランス レータ=CIIシ ンタ ックス ルール に基づ いて開発 され たメ ッセージ と、各

企 業 の情報処理 システムに固有 な フォーマ ッ トのデ ータを、相互 に変換す るソフ トウェア。

CIl標 準:CIIシ ン タックスル ールお よび、それ に従 って作成 された各業界 の標準 メ

ッセ ージ群 の総称。

ClM:ComputerlntegratedManufacturingの 略。CAD/CAMとMRPな ど、社 内の各 部

門 に分散 して個別 に構築 され たシス テムのイ ンターフェイスを と り、全社 的な一つ のシス テ

ム に統合す る ことで、企 業活 動 の効 率 を向上 させ るこ と。

D/DBDatabase(デ ー タ ベ ー ス)の 略 。

DDX=DigitalDataExchangeNetwork(デ ジ タルデータ交換網)の 略。 データ通信用 に構

築 された交換網で、電話網 をデー タ通信 に用いる場 合 に比べて、伝送速度、伝 送品質等 に

優 れてい る。

DoD:DepartmentofDefense(ア メ リカ国 防総省)の 略。情 報処 理技 術 、通信 技術 の応 用

分 野で数多 くのプロジェク トを推進 してお り、 これ らの分野で主導的 な立場 にある。

DXF:DrawinginterchangeFileの 略。パ ソ コンCADの デー タを交換 す る際の ファイル形

式の仕様 。 もとは米 国オー トデス ク社 のパ ソコン向 けCADソ フ トの外部 ファイル形式 とし

て定 め られ た ものであったが、現在 で はパ ソコンCADに おけるデ ファク トス タンダー ドと

な っている。

E/ EANコ ー ド=EurqpeanArticleNurnberコ ー ドの略。 国際的 な商品 コ ー ドの管理 機構 であ る

EAN国 際協会 が管理す る商 品コー ドの体系 で、1993年3月 現在 で62カ 国 を代 表す る

56の コー ド管 理機関が加盟 してい る。 日本 もEANに 加 盟 してお り、 日本で のコー ドはJ

ANコ ー ドと して主 にバ ーコー ドを用 いたPOS等 に利 用 されてい る。

EANCOM=国 際EDIの 実現 のためのEAN国 際協 会の プロジェク トの名称。 または、

UN/EDIFACTの 依託 を受 けてEAN国 際協会が 開発 した標準 メ ッセージ もEANC

OMと 呼 ばれてい る。EANCOMはUNSMの サ ブセ ッ トとして位置づ け られる。

EC:ElectronicCommerce(電 子 的商取弓|)の 略 。EpI、 電子 メー ル、蓄積交換 型フ ァ ク

シ ミリ等、情報技術 を活用 して商取引 を効率 的に行 う仕組 み。

ECR=EffcientConsumerRespOnseの 略。EDIを 用 いて、メーカ と卸 お よび小 売業者 が 連

携す る ことで製造、流 通、消費 の各段 階を効率化 し、消 費者のニーズ に合 った商品、サー ビ

ス を低価格 で提供 す るシス テム。
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EDl=ElectronicDataInterchange(電 子デ ータ交換)の 略。異 な る企業 間で商取引 のため

の デー タを、通信 回線 を介 して、 コン ピュー タ(端 末 を含 む)間 で交換す ること。 その際 、

当事者 間で必 要 となる各種 の取 り決 めが、可能な限 り広 く合意 された標準的な規約 である こ

とが要求 されてい る。

EDlCOM:ア ジア ・太平洋 地域 で開催 されるEDIに 関す る国際的な講演 ・展 示行事 。

ア ジ アEDIFACTボ ー ドの メ ンバ ー 国 が 毎 年 持 ち 回 りで 開 催 して い る 。

EDlサ ービス:VAN事 業者 が提供 するサ ー ビス の中で 、デー タ伝 送上のネ ッ トワークサ

ー ビスだけでな く、EDIを 行 うため に必 要な業務 アプ リケーシ ョンに深 くかかわる付加価

値 の高いサ ー ビス。

EDIFACT:日ectronicDataInterchangeforA(iminiStration,CommerceandTranspcnt(行 政、

商業 、運輸のため の電子 デー タ交換)の 略。ISOが 定 め たEDIの シンタックスルール

の規格 で、1987年 に国際標準(ISO9735)と して登録 された。

EDl取 引契約=EDI等 で取引 を行 うとき、取引当事者 間で オ ンライ ンで行 う業務処理範

囲 や有効 期間等 を定 めた契約。

EFT:ElectronicFundTranSfer(電 子 的 資 金 転 送)の 略 。 銀 行 間 の 資 金 決 済 を オ ン ラ イ ン で

行 う こ と。 銀 行 業 界 に お け るEDIと 言 え る 。

ElAJ:MectronicIndusuiesAssociationofJapan((社)日 本 電 子 機 械 工 業 会)の 略 。

ElAJ標 準:EIAJが 定めた同業界のEDIの 標準規格。 「EIAJ取 引情報化対応標

準」。

E-ma1電 子 メ ー ル と 同 義 。

EOS:■ectronicOrderingSystem(電 子発注 システム)の 略。一般 に店頭で発生 した発注 デ

ー タを現場で入力 し、そのデ ータをネ ッ トワークによ り卸売業 あるいは商品メーカに伝送す

る一連の シス テム と定義 され ている。

F/ FBFtmBanking(フ ァ ー ム バ ン キ ン グ)の 略 。

FDDI:FiberDistributedDatalnterfaceの 略 。 光 フ ァ イ バ ケ ー ブ ル を 用 い て100Mbps

(毎 秒1億 ビ ッ ト)の デ ー タ転 送 速 度 を 実 現 す る 通 信 方 式 。

F手 順=OSIの フ ァイル転 送機能であ るOSI-FTAMを ベ ース に作 られた通信 プロ ト

コル。

H/H手 順=OSIの メ ッセージハ ン ドリング機能であ るOSI-MHSを ベ ース に作 られ た通

信 プ ロ トコル。

1/lDEA Internationa1DataExcha]ngeAssociation(国 際 デ ー タ 交 換 協 会)の 略 。
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lGES:Internatiana1Graph輌csExchangeSpecificationの 略 。CADシ ステム間で 図面 デー タ

を交換す る際の標 準 イン ター フェイス仕様 。ANSIY14と して制定 されている。米 国

の大手企業 が中心 とな って、機械工学 図面 の交換 を 目的 に開発 されたが、現在 はCAD全 般

のデ ータ交換 に利 用 され ている。

lSDN:IntegratedServicesDigitalNetw(rrk(統 合 サ ー ビス デ ジタル網)の 略。 デ ジタル技

術 によ り通信網 を統合 し、音声 ・データ ・画像等 のサー ビス を提供す るネ ッ トワーク。 日本

では1988年 か ら商用化 され た。

特 に光 ファイバケ ーブル を利 用 し、150Mbps(毎 秒1億5千 万 ビッ ト)ま たは600

Mbps(毎 秒6億 ビッ ト)の 伝送速度 を備 え、 ビデオ伝 送や高速 ファイル転 送等 に対応 可

能 な次世代 のISDNをB-ISDN(広 帯域ISDN)と 呼 ぶ。

ISO=InternationalOrganiZationforStandardization(国 際標準 化機構)の 略 。工業 規格 の 国

際的統一 と調整 を促 進す る 目的で国際 連合 の諮問機 関 として1947年 に設立 された国際規格

専門 機 関。EDIに つ い てはISOの 技 術委 員会(TC154(TechnicalCommittee))が

主管。

lSO/IEC/JTC:ISOで 電子計算機 お よび情 報処理 を担当す る技術 委員会(TC

97)とIEC(国 際電気標 準化委員会)の 情報機器 を担 当す る技術委員 会(TC83)を 統合

し、1987年 に発 足 した合 同技術委員会(JointT㏄hnicalCommiロ ㏄)。

lTUinternationalTelecommunicationUnion(国 際 電 気 通 信 連 合)の 略 。

J/JANコ ー ド:JapaneseArticleNumberコ ー ドの 略 。 流 通 業 界 に お け る 共 通 商 品 コ ー ドで 、

1978年4月 に バ ー コ ー ドシ ン ボ ル のJIS規 格 が 制 定 さ れ た 。

JASTPRO:JapanAssociationforSimplificationofInternationalTtadePtrooedures(財)日 本

貿 易 関 係 手 続 簡 易 化 協 会)の 略 。 日本EDIFACT委 員 会 の 事 務 局 は こ こ に 置 か れ て い る 。

JCA手 順:取 引先データ交換標準通信制御手順。日本チェーンス トア協会(JCA)が チェ
ーンス トアと取引先のオンラインデータ交換(受 発注業務)の 標準化 を目的に制定 した通信

プロ トコル。これを流通業界 に広 く適用 し得るように制定 したものがJ手 順である。

JlS=JapaneseindnstrialStandardS(日 本 工業規格)の 略。法律 に基づ き制定 され る 日本 の

工業標準 。情報処理 に関す る規格は情報部 門(X)と い う体系 が ある。通商産業省 工業技術

院が主管。

JlTJustInTime(ジ ャ ス トイ ン タ イ ム)の 略 。

J手 順:JCA手 順 を拡張 して作 られた通信 プロ トコル。

L/LAN:LocalAreaNetwork(ロ ーカルエ リア ネッ トワーク)の 略。同一建物 内や同一敷地内

な ど、比較的狭 い区域 内の コ ンピュー タや情 報機 器 な どを接続 するために構 築 される私 設の

ネ ッ トワーク。

M/MAP:ManufacturingAutomationProtoco1の 略 。 米 国GM社 が 中 心 と な り提 唱 し た フ ァ ク ト

リ オ ー トメ ー シ ョ ン用 通 信 プ ロ トコ ル 。
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MHS=MessageHandlingSystem(メ ッセージハ ン ドリングシステム)の 略。国際電信電 話

諮 問委員会(CCITT)が 標 準化 を進めてい る電子 メールシステム。勧 告X.400シ リ

ーズ としてま とめ られてい る。

MlS:ManagementInformationSystem(経 営情報 シス テム)の 略。経 営全体 の意思決定 を

高度 化す る 目的で 、経 営 トップに役 立つ情報 を提供 す る情報 システム。1970年 代 に盛 んに提

唱 され たが発展 しなかった。

O/ODA:OpenDocumentArchitectureの 略。 ワー ドプ ロセ ッサや デスク トップパ ブ リ ッシン グ

シス テムな どの間で 、メーカや機種 によらず相 互 に文書 を交換で きる ようにするための、国

際規格 。

ODETTE:OrganizationforDataExchangeandTeletransmissioninEuropeの 略 。 欧 州 の 自 動

車 業 界 に お け るEDI推 進 組 織 。

Open-edi:EDIに 関す る事前 の取 り決め をで きるか ぎ り少 な くしてお き、実際 に

取引 を行 う時 に ダイナ ミックなネ ゴシエーシ ョンに よって各種 取 り決 めの内容 を決定する こ

とで 、継 続 な取 引関 のない企業 間のスポ ッ ト取 引や一度 だけの取引 に もEDIが 適用 で きる

よ うにす る方法 。次の世代 のEDIの コンセプ トとして注 目され てお り、研 究が 進め られて

い る。

OSl=OpenSystemsInterconnection(開 放型 シス テム間接続)の 略。ISOが 制定 して い

る国際標準 の1つ で、異 なるメーカの コンピュー タが 互い に通信 で きるように定 めた取 り決

め。

OSlTPOSIで 規定する会話型処理のための機能。

P/P.O. PurchaseOrder(パ ー チ ェ ス オ ー ダ)の 略 。 発 注 。 買 い 付 け 注 文 。

POS:PointofSalesSystem(販 売 時点情報管理 シス テム)の 略。 スーパ ーマーケ ッ トな ど

のキ ャッシ ュ レジス タをコンピュータの端末 として利用 し、売 上情 報や顧 客情報 を効果的 に

管 理す るシステ ム。

Q/QRS:QuickRespOnseSystemの 略。衣料 品業界 におけ るEDIに 関す る考え方 を表 わす言

葉。小 売店 の販 売現場 で、消費 者ニ ーズの動向 を把 握 し、 この情報 を即 時 にメーカヘ フィー

ドバ ックす る こ とで、消費者 ニーズ に合 った商品 を適時 に生産 ・供給 す るシステ ム。

S/SET=StandardforExchangeandTransferの 略。 フランス航空宇宙局が中心 となって開発 した

CADデ ー タ交換 のための規格 。エ アバスの開発等 に利 用 され ている。

SGML:StandardGeneraliZedMarlc叩Languageの 略。1986年 にISO8879と して制 定

され た電子的 な文書 を取 り扱 うための言語。異機種 間の文書交換お よび電子化文 書の多 目的

利用 を目的 とした文書 の表現形 式。1993年JIS4151と なった。

SHlPNETS:ShippingCargoInf(mmationNetworkSystemの 略 。 昭 和61年 海 運 関 連 多

数 の 企 業 が 協 力 し て 構 築 し た 業 界 ネ ッ トワ ー ク 。
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SlS:StrategicInformationSystem(戦 略情報 システム)の 略。企業 が競争優位 のため に構

築 し、利用 す る情報 シス テムの こ と。

STEP=StandardfortheExchangeofProductmodeldataの 略。CADシ ステム間にお けるデ

ータ交換のための標準規格 で、 国際標準化機構(ISO/TC184/SC4)が 開発 を行 っ

てい る。規格番号 はISO10303。

SWlFT:SocietyfbrWorldwideInterbankFinancialTel㏄communication(世 界 銀 行 間 デ ー タ

通 信 協 会)の 略 。

T/TCP/lP:TiansmissionControlProtocol/lnternetProtocolの 略 。 主 に ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン

な ど の コ ン ピ ュ ー タ を 中 心 に 採 用 さ れ て い る 通 信 プ ロ ト コ ル 。 異 機 種 間 接 続 の 事 実 上 の 標 準

と な っ て い る 。

TDCC=TranspOrtationDataCoordinatingCommittee(米 国運輸省運送 デー タ調 整委員会)。

1966年 設立。1975年 に米 国初 のEDI規 格 「鉄 道運送産業 向け アプ リケーシ ョン」

を制定 した。現在 のEDI規 格 で主流 とな ってい る可変 長 フ ォーマ ッ トは、TDCCが 開発

した 「TDCCコ ーデ ィング方 式」 で初 めて採用 された。

TDl=TtadeDatalnterchangeの 略。 ヨー ロッパで 開発 され たシ ン タ ックス ル ール の標 準 規

格 で、現在 ヨー ロッパの一部 の業界 でEDIに 用 い られ ている。 この規格 を基 に開発 された

のが 、国際標準EDIFACTで あ る。

TOP:T㏄ ㎞icalandOfficeProt㏄01の 略。米 国ボ ーイ ング社 が 中心 とな り提 唱 したエンジ ニ

ア リングお よびオフィス通信 用 のプロ トコル。

TRADACOMSTfadingCommunica血onsS卿dの 略。英 国国内の小 売業界 におけ る

EDI標 準。

U/UCS:TheUnifolmComm皿icationStandardの 略 。TDCCの 規 約 を ベ ー ス に 開 発 さ れ た 、

米 国 食 品 業 界 のEDI標 準 。

UNClTRAL:UnitedNationsCommissiononlnternationa1TtadeLaw国 連国 際商取引法 委

員会 の略。活動 の一環 として国際取 り引 きにEDIを 利用 す る場合 の法 的問題 の検討 を行 っ

てい る。

UN/EDlFACT:UnitedNationsRulesforElectronicDatalnterchangeforAdministration,

CommerceandTranspOrt(行 政 、 商 業 、 運 輸 の た め の 電 子 デ ー タ交 換 に 関 す る 国 連 規 格)

の 略 。UN/ECE/WP.4の 第1専 門 家 会 議(GE.1)の 下 に 設 置 さ れ た ラ ポ ー タ ー

会 議 を 含 むEDI国 際 標 準 化 プ ロ ジ ェ ク トの 名 称 で あ り、 国 連 規 格 の 名 称 で も あ る 。

UN/ECE/WP.4=UnitedNationslEconomicCommissionforEurqperWorkmgParty4

(国 連 欧 州 経 済 委 員 会 貿 易 手 続 簡 易 化 作 業 部 会)の 略 。

UNSMUN/EDIFACTで 使用 される、国連標準 メ ッセージ。
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V/VAN=ValueAddedNetw(nkの 略。付 加価値 通信網 の こと。第2種 電気通信 事業者が提供 す

るネ ッ トワー ク。第2種 電気 通信 事業者 とは、第1種 電気 通信 事業者か ら電気 通信 回線設備

の提供 を受 け、 これに コンピュータ等 を接続 して付加 的なサー ビス をつ け、 回線 を再販 す る

事業者 である。

VAN間 接続:異 なるVAN同 士を相互に接続 し、通信 を疎通させるサービス。

VDAFS=VerbandderAutomobile-Flanchensch【ritStileの 略。 旧西 ドイツ 自動車工 業界 のC

AD/CAM委 員 会が取 りま とめた 自由曲面 に関す るCADデ ー タ交換規格 。 日本 で も金型

メー カ等で利用 されてい る。

VlCS:VoluntaryInterindustryCommunicationStandardSの 略 。 米 国 の 繊 維 業 界 と 小 売 業 界

の 間 の 受 発 注EDI標 準 。

W/WlNS=WarehouselnfornationNetwotkStandardsの 略 。TDCCの 規 約 を ベ ー ス に 開 発 さ れ

た 、 米 国 倉 庫 業 界 のEDI標 準 。

イ/イ ンターオペラビリティ:相 互運用性 とも言 う。操作性に関 して設計思想が統一 されており、

ある機種 の操作 に習熟 していれば、メーカや機種が異なる場合でも、容易に操作することが

できる特性のこと。

イ ンターネ ッ ト:広 義 にはLANとLANま たはLANとVANの ようなネ ッ トワー ク間接

続 に より構 築 され るネ ッ トワー クを指す。

狭義 にはTCP/IPと い う通信 プロ トコル によって構 築 され たネ ッ トワークを、相互に接

続 した大規模 ネ ッ トワー クを意味す る。 インターネ ッ トは、米 国 の研 究機関 を結ぶ ネ ッ トワ
ーク と して誕生 し、初期 には商用利用が制限 されてい たが、現在 は研究 ・教育機 関以外の公

的機 関や民 間組織 にも広 が り、 また世界 中のTCP/IPベ ースのネ ッ トワー クが接続 され

てお り、商用利 用 も可能 にな っている。

イン タラクテ ィブEDl=双 方 向の会 話形式 でEDIを 行 うこと。 また単方向であって も、

応答 時 間の短 い即時処理 に よるEDIは イ ンタラクテ ィブEDIに 含 まれ る。

オ/

インフラス トラクチ ャ 道路 ・港湾 ・電力供給など企業活動 ・経済活動の基盤 となる設備。

社会資本。

オープ ン化:そ れぞれの立場 によって以下の3通 りの意味で使 われる。

・コンピュータの メー カや機種 が違 って も同 じように使 える 「オープ ンシステム」へ移行 す

る こ と。

・企 業の情報 シス テム とネ ッ トワークの整備 ・拡張 によって企 業活動 を活性化 する こと。

・取引 のオ ープ ン化 と言 った場合 には、系列外 取引 を拡大す る こと。

オンライン:コ ン ピュー タとコンピュ ータ、 または コンピュー タ と端末の間で、人の手を介

さず にデー タを授 受で きる状態 。 コンピュー タ同士 または コンピュータ と端末が通信 回線 で

結 ばれた状 態。

オンラ インシステム:コ ンピュー タ同士 またはコンピュータ と端末 を通信 回線 で結 び、デ ー

タ交 換(や りと り)を 行 うシス テム。
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オンライン取引契約書:EDI取 引契約書 と同義。

カ/可 変長:あ らか じめデータの長さまたは個数が決められておらず、データが発生する都度デ

ータの長さまたは個数を決定すること。

可変長 フォーマ ッ ト:メ ッセー ジの編集 にお いてデー タエ レメ ン トの長 さ、数な どを可変 に

した もの。EDIの メ ッセージ は可変長 フ ォーマ ッ トが主流 になっている。

キ/企 業 間ネ ッ トワー ク

ク。

各企業が保有する情報処理システムを通信 により接続 したネッ トワー

業際:複 数の業種 に関係すること。

銀行POS:POSと 銀行 システムをオンラインで結び、消費者の銀行口座から買い物代金

を引 き落 とすシステム。

コ/コ ー ド 情報を表すための符号。

固定長 データの長さと個数があらか じめ決まっていること。

コンカレン トエンジニア リング:製 品やシステムの開発 を複数のグループが担当して進める

際に、それらのグループが協調 して作業に当たれる環境 を提供するオープンなコンピュータ

利用環境のこと。例えば設計部門と、製造部門がコンピュータ上でさまざまな情報を共有ま

たは交換することで製品開発 の短期化や品質の向上を図ることができる。

また、コンピュータ上で仮想的に製品を設計 ・製造するバーチ ャルファク トリーはこれま

で時系列的に行われてきた設計/製 造法の検討/生 産ラインの準備の各工程を同時並行的に

進めることがで き、リー ドタイムを大幅に短縮することを可能にするもので、コンカレント

エンジニアリングの中心的な概念 となっている。

コンバ ータ トラ ンス レー タの別称。

シ/実 装規約:OSI規 格では決め られていないが、異なる製品間での相互接続性を確保するた

めに、各製品が実装すべ き事項をOSI規 格 に基づいて規定 した規約。 日本には(財)情 報

処理相互運用技術協会(INTAP)が 制定 したINTAP実 装規約がある。

ジャス トインタイム=必 要な ときに必要な物資が手にはいること。発注時に指定 した納期に

合わせた正確な納品を意味す る。

小量多頻度発注:例 えば小売店が卸問屋やメーカ代理店などに対 して注文を出す際に、必要

量だけをその都度注文すること。1回 あたりの発注量が減 り、発注回数が増える。小売業や

卸売業または製造業で在庫を減 らすために用いる手法。

シンタクッスル ール:構 文規 則 とも呼 ばれ、EDIメ ッセージの組立方法 を示 した もの。

言語 の文法 に相 当 し、単語 にあ たるデ ータエ レメ ン トの並べ 方や メッセ ージの先頭 ・末尾 に

付加 すべ きデータな どを規定 してい る。
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セ/セ グメ ン ト構 造:2つ 以上 のデータエ レメ ン トをま とめてグループ化 し、 あたか も1つ のデ

ー タエ レメン トの ように取 り扱 うこ と。EDIFACTの シ ンタックスル ールで はこの方式

が採用 され てい る。

全銀手順:全 銀協標準 プロ トコル。全国銀行協会連合会(全 銀協)が 銀行 間のオンラインデ
ータ交換のために制定 した通信プロ トコル。現在では銀行以外の業界で も広 く採用されてい

る。

ソ/ソ フ ト ソフ トウェアの略。

ソフ トウェア コンピュータを動作 させ るため に必要 な、 プログ ラムやデ ータ等 の総称。

タ/ダ ウンサイジング:半 導体技術等め進歩により、コンピュータが小型化 ・低価格化 ・高性能

化する現象。または、大型コンピュータを安価で高性能な小型コンピュータに置き換える傾

向。

多端末現象:標 準化が進まない段階で、オンラインによる取引を実施すると、取引相手毎に

専用の端末を設置 しなければならない。そのためオフィスに何台もの端末が並んで しまう。

これ を多端末現象 と言 う。

端末 コンピュー タに接続 し、主 にデー タの表示 やデー タの入 出力 に使 用す る装置。

ツ/通 信プロ トコル:通 信 を行 うために取 り決められる約束 ごと。

テ/デ ータ 情報 を コンピュータが処理 で きる形 式で表 した もの。

データエレメン ト:「 データ要素」または 「データ項 目」 と訳 されてお り、業務処理上での

意味のある情報 を持つ最小単位。

デ ータエ レメン トデ ィ レク トリ=EDIの メ ッセージの中で用 いる全 ての データエ レメン ト

を集 めて リス トに した もの。通常 デー タエ レメ ン トの名称 、デー タエ レメン トが表す 意味 、

使 用 可能な文字種 類お よび最大 デー タ長が示 されている。

デ ータベー ス

タの集合 。

必要なときにいつでも取 り出 して利用できるように整理 して蓄えられたデー

デ リミタ方 式:連 続す るデー タエ レメ ン トの区切 りを特別 な符号(デ リ ミタ)を 用 いて示す

方式 。UN/EDIFACTの シ ンタックスルールは この方式 を採用 してい る。

伝送制御手順:デ ータを伝送するために取 り決められた規約。

電子媒体:コ ンピュータが直接読 み書 きできる媒体,磁 気 テープ、 フロッ ピデ ィスク、光 デ ィ

ス ク、メモ リカー ドな ど。磁気 を利用 した記録 方式の ものは、磁気媒体 とも呼 ばれる。

伝票 フ ォーマ ッ ト:伝 票 に記 載 される項 目と、それぞれの項 目の文字数、文字種類 、それ ら

の配 置な ど。伝 票 フ ォーム または伝 票様 式な どと もい う。
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電子 メール=コ ンピュ ータのネ ッ トワークを介 して、文書 を送受す るシステム。郵便 よ りも

即 時性 が高 くペーパ レスで あ るな ど、優 れた特性 を持つ ため、パ ソコ ン通信や インターネ ッ

トな どで広 く利 用 され てい る。企 業 間の取 引 にEDIが 用 い られ るの と同様 に、将来、一般

の消費 者が商品やサ ー ビスの購 入 に際 して電子メー ルを活用す るので はないか と予測 されて

いる。

ト/ トラ ンス レータ=企 業 内シス テムのフ ォーマ ッ トと標準 フォーマ ッ トの間や、国内標準 フォ
ーマ ッ トと国際標準 フ ォーマ ッ トの間の相 互変換 を行 うソ フ トウ ェアの こと。 トランス レー

タを使用す るこ とに よ り、EDI導 入 にあ たっての企業 内 システムの変 更 を最小 にす ること

がで きる。

ネ/ネ ッ トワー ク=通 信 回線で構 築 された通信網 。利用 者は ネッ トワークの一端 に自分 の通信設

備 や端末 または コンピュータを接続 す るこ とで、ネ ッ トワークに接続 された全 ての相 手 と通

信す る ことがで きる。

ネ ッ トワー ク化 コンピュー タをネ ッ トワー クを介 して相 互に接続す る こと。

ハ/バ イ ト

バ ッチ処理

式。

コンピュータが処 理す るデ ー タの大 きさの単位 のひ とつ。

データを発生の時点では処理せず、一定の期間蓄えておいて、一括処理する方

発注 オ ンライ ンシステム

行 うシステム。

ハー ドウエア

商品の仕入れ、資材の購入な どの発注業務を、オンライン取引で

コンピュータ本体や コンピュータに接続する機器などの総称。

バ ンクPOS銀 行POSの 別称。

ヒ/ビ ジネスプロ トコル:企 業間の取引にともなう情報の授受を円滑に進めるため定められ業

務 に関する規約の総称。

ビ ッ ト コンピュ ータが処理 す るデ ータの最小 単位 。

標準 メ ッセー ジ:.一 つのEDIメ ッセージ に含 め るこ とが で きるデー タエ レメ ン トを示 した

りス トで、 メッセ ージの種類 ご とに作成 され る。 シ ンタ ックスルール を用いる ことに より具

体 的な メッセージを生成 で きる。

フ/フ ァイル:業 務処理 な ど、あ る特定 の 目的 に使用す るため に、 関連性 のある一定 フォーマ ッ

トのデ ータ項 目の組(レ コー ド)の 集合体。通常 、磁気 テープ、磁気 ディスク、 フロ ッピデ ィ

ス ク等 に記憶 される。

ファイル転送:あ る コン ピュー タが保持 している フ ァイル を、通信 を使 って別 のコ ンピュー

タに送る こと。
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ファクシミリメール:フ ァクシミリ(FAX)で 送信 された文書をネッ トワーク内の記憶装

置に蓄積 してお き、利用者の希望に応 じて配信するシステム。1度 の送信で複数の受信者に

配信で きる同報や、受信の時刻を指定できる自動配信、指名 した相手だけに受信を許す親展

などの機能を持つ。電子メールとの相互接続など、より進んだ応用 も研究されている。 日本

ではF網 とい う名称の商用サービスが提供 されている。

ファームバ ンキン グ(FB):金 融機 関 とその顧客 をネ ッ トワークで結 び、デー タ交換 を行

うこ と。具体的 な例 と して振込依頼 、入金通知等があ る。

フォーマ ッ ト:デ ー タの様 式 または コンピュータか ら出力す る書類 の書式。含 まれるデー タ

エ レメン トの種類 、各 デ ータエ レメ ン トの文字数、使 われ る文字 の種類 、デ ータエ レメン ト

の並 び順 な ど。

複合 型 ネ ッ トワー ク 業際EDIに 対応 するネ ッ トワーク。

プ ロ トコル=物 や情 報 をや りと りする ときに相 互に守 らなければな らない取 り決め ・約束 ご

と。通信 プロ トコル を単 にプロ トコル と呼ぶ場合 もある。

へ/ペ ーパ レス 情報の記録、処理が電子的に行われ、紙を使わない業務処理。

ベ ンダ コンピュ ータのハ ー ドウェアまた はソフ トウェア を製造 ・販売す る企業。

ホ/ボ イスメール:音 声メールとも言う。電話で送信 された音声ををネッ トワーク内の記憶装置

に蓄積 しておき、利用者の希望 に応 じて配信するシステム。1度 の送信で複数の受信者に配

信で きる同報や、受信の時刻 を指定で きる自動配信、指名 した相手だけに受信を許す親展な

どの機能を持つ。電話以外に、音声処理機能を持つマルチメディア対応のパーソナルコンピュ

ータでの受信/送 信 も実用化 されつつあ り、電子メールやファクシミリメールとの相互接続

な ど、より進んだ応用 も研究されている。

マ/マ ルチベンダ:異 なるメーカまたは異なる機種のコンピュータであっても、同じような使い

勝手で、支障な く処理 ・運用ができること。

VAN業 界では、 機能的に等価なVANサ ービスを複数の事業者が提供 してお り、それ ら

が相互に接続されて、それぞれのVANの ユーザはあたか も一つのVANに 加入 しているか

のように利用可能なVANサ ービスを指す。

メ/

マル チ メデ ィア=従 来 の数値 、文書、 図形 データに加 えて、音声 、画像 、映像 な どのデー タ

も処 理、通信 の対 象 とす るシス テム。 コンピュータばか りでな くケーブルテ レビな どの双方

向通信 メデ ィア も含 む。

メールボ ックス:VANと コン ピュー タの間でデ ータをや りとりす る際、デー タの一時的 な

保管 の ために用い る もので、送信用 メールボ ックス と受信 用 メールボ ックスがある。送 りた

いメ ッセ ージ(ま たは ファイル)を 送信用 メール ボックス に投函 して置 くと、VANは そ の

メ ッセ ージを宛先別に分類 して、 それ ぞれ の取引相手の受信用 メールボックスに送 り届 ける。

取引相 手か ら自分宛に送 られたメ ッセージ(ま たはファイル)は 全 て 自分 の受信用メールボ ッ

クス にま とめて届 く。
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メッセ ージ:EDIで 交換 され るデ ー タの単位 。通常1件 の取引が1つ の メッセ ージ として

や りとりされ る。

メッセー ジフォーマ ッ ト:メ ッセージ に含 まれるデー タエ レメ ン トの種類 、各 デー タエ レメ

ン トの文 字数、使 われ る文字 の種類 、 データエ レメ ン トの並び順 な ど。

リ/ リアルタイム処理

れる方式。

端末オペ レータか らの入力があり次第、即座にコンピュータ処理が行わ

リー ドタイム 注文を出 してか ら品物が届 くまでの時間。

レ/ レン グス タグ方式:デ ー タエ レメ ン トの中に、そのデー タの長 さまたは個数 を表す数値情報

(レ ングス タグ)を 付加す る方式。 デ ータエ レメ ン トの区切 りを特別 な符号(デ リミタ)で

示す必要 がない。CIIシ ンタックスルールで はこの方式 を採用 してい る。

連携指針:EDIを 始め とした企業間の電子計算機の使用に当たって、 ビジネスプロ トコル

の標準化等を、業際化、国際化へ も対応 して行なうためのガイ ドライン。 「情報処理の促進

に関する法律(昭 和45年 制定)」 の改正(昭 和60年)に より規定 された もので、主務大

臣が定める。
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